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琵琶湖は、約 400 万年の歴史を持つ世界有数の古代湖であり、その長い歴史の中で、

生物は独特の進化を遂げ、60 種類以上もの固有種を育んできました。そして、その

周辺で人の暮らしがはじまって以来、人と自然が共生しながら育んできた生命（いの

ち）と文化、優れた景観は、今もこの地に豊かに息づいています。

しかし今、地球温暖化や生物多様性の喪失など、地球規模での環境の危機が顕在化

し、いずれ終焉を迎えると言われている化石燃料に依存した文明の行く末は、私たち

滋賀県民にとっても、決して「遠い世界」の話ではありません。

子や孫の世代が幸せや豊かさを実感しながらこの滋賀に安心して暮らしていくため

には、まさに今、人と自然との関係を見つめ直し、未来を可能にする社会（持続可能

な社会）へ転換していかなければなりません。

このような転換期において、今回改定しました滋賀県環境総合計画（第三次滋賀県

環境総合計画）では、「低炭素社会の実現」と「琵琶湖環境の再生」という長期目標

を掲げ、それに基づく施策の方向を示しました。

この先、2030 年までの長期目標を達成していくためには、私たちの暮らしそのも

のを変えるという、たいへん大きな課題に立ち向かって行かなければなりません。し

かし、滋賀県には琵琶湖の水質保全の歴史と、それにより培った県民や事業者の皆さ

んの高い環境意識があり、それゆえに、私はこの二つの目標を実現していけると確信

しています。

また、この計画にも位置づけられている低炭素社会の実現に向けた取り組みには、

新たな雇用創出、新たなビジネスチャンスにつながる大きな可能性があり、滋賀県に

とっても 2030 年を見据えた成長戦略の主要な柱となるものです。

　環境と経済の両立を果たし、持続可能な滋賀社会を実現するため、県民、事業者

の皆さんとともに、将来を見据え、着実に、力強く取り組んでいきたいと思います。

　　　平成 21 年（2009 年）12 月

今がまさに持続可能な滋賀社会に向かう転換の時！　

〜「低炭素社会の実現」と「琵琶湖環境の再生」を長期的な目標として〜

滋賀県知事
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はじめに

１　滋賀県環境総合計画の改定の経緯
県では、「滋賀県環境基本条例（平成 8年（1996 年）3月制定）」に基づき、県の環境の
保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成 9年（1997 年）9月に「滋賀
県環境総合計画」を策定しました。
その後、「循環型社会形成推進基本法（平成 12 年（2000 年）6 月）」や「琵琶湖総合保
全整備計画（平成 12 年（2000 年）3 月）」（以下、「マザーレイク２１計画」という。）な
ど新たに定められた法令や計画および社会情勢の変化を踏まえて同計画を改定し、平成
16 年（2004 年）3月に「新滋賀県環境総合計画」を策定しました。
「新滋賀県環境総合計画」では、「持続可能な発展をする社会の構築」を長期的な目標
とし、暮らしや事業活動の中で、だれもが自然に環境改善に取り組むことができる社会（環
境を内部化した社会）を目指すことを基本に施策の展開方向を示しました。また、同計画
は目標年度を平成 22 年度としておりますが、基本施策などの展開方向は平成 15 年度（2003
年度）から平成 19 年度（2007 年度）までとし、おおむね 5年後に社会経済情勢に応じて
見直すこととしました。
同計画の下での施策の展開や県民・事業者などによる取組の結果、暮らしや事業活動に
伴う環境負荷の低減には一定の進展がありました。例えば、琵琶湖へ流入する汚濁負荷量
が着実に削減されたほか、資源化されない産業廃棄物量が大幅に削減されたり、県民の買
い物袋持参率や事業所のＩＳＯ１４００１認証取得率が上昇したことなどの成果がみられ
ます。
一方で、より表面化・顕在化してきた環境課題も少なくありません。特に地球温暖化、
資源の枯渇や生物多様性の喪失など、地球規模での危機感が高まっています。
また、琵琶湖における底層部の低酸素化、水草の大量繁茂、外来動植物の侵入、有害鳥
獣による被害、産業廃棄物や土壌地下水汚染など地域固有の課題も深刻となっています。
こうした様々な環境課題に対応し、滋賀県が持続的に発展していくための指針として、
平成 20 年（2008 年）３月に「持続可能な滋賀社会ビジョン」を策定しました。
持続可能な滋賀社会ビジョンでは 2030 年（平成 42 年）の目指すべき社会像と、その実
現に向けての長期目標や対策・施策の基本方向などを示していますが、これらを環境に関
わる諸計画や施策に確実に反映させるため、「新滋賀県環境総合計画」を改定しました。
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２　計画の性格と役割
（１）　この計画は、「滋賀県環境基本条例」第 12 条に基づき策定する県の環境行政の基本

計画であり、環境の保全に関する長期的な目標、施策の方向などの重要事項を定める
ものです。

（２）　同条例第 13 条では、県は施策の策定および実施に当たって環境総合計画との整合
に努めるものとされており、また環境総合計画を推進するため、必要な財政上の措置
を講ずるものとされています。

（３）　この計画は、県の最上位計画である「滋賀県基本構想」や「持続可能な滋賀社会ビジョ
ン」を踏まえつつ、マザーレイク２１計画とも整合を図りながら策定しました。この
ため本計画は環境に関する個別計画等の指針として活用を図ります。

（４）　この計画で対象とする環境とは、自然環境、生活環境、文化的環境（歴史的環境お
よび風景）および地球環境とします。

３　計画期間
この計画の計画期間は、平成 21 年度（2009 年度）から平成 25 年度（2013 年度）まで
の５年間とします。
なお、「滋賀県基本構想」および「持続可能な滋賀社会ビジョン」で示された目指すべ
き将来（平成 42 年（2030 年））の姿の実現に向けて、長期的な目標とこれに基づく平成
25 年度（2013 年度）までの施策の基本方向を示します。



第1章
滋賀の環境の現状と課題
　第１章では、今後の環境施策を実施する上で、前提

となる滋賀の環境の現状と課題を把握します。具体的

には、環境施策を考える上で踏まえるべき社会的背景

を整理した上で、滋賀県の環境の現状と施策につなが

る課題を分野別に示します。
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１　社会的背景
（１） 人口減少・高齢化の進行
○　我が国の人口は平成 17 年（2005 年）に減少局面を迎え、平成 27 年（2015 年）には、
１億 2,543 万人、平成 42 年（2030 年）には 1億 1,522 万人と減少を続け、平成 58 年（2046
年）には１億人を割り込む推計となっています。また、老年人口割合は上昇を続け、平
成 42 年（2030 年）には約 3人に 1人が 65 歳以上となることが見込まれています。（図
１−（1）−１）
○　県の人口は、湖南地域を中心とした人口流入により、今後も当面増加を続けますが、
平成 27 年（2015 年）前後をピークに減少に転じ、平成 42 年（2030 年）には 136.8 万
人になると予測されています。老年人口割合については、我が国全体の中では比較的上
昇幅は小さいものの、平成 27 年（2015 年）には約 4人に 1人が 65 歳以上となるなど、
高齢化の進行が予測されています。（図１−（1）−２）
○　県の世帯数は人口が減少に転じる平成 27 年（2015 年）頃以降も増加を続け、平成 37
年（2025 年）には、約 55 万世帯となることが予測されています。また今後、単独世帯
が最も多くなることが予測され、平成 37 年（2025 年）には約 16 万世帯と、全体の約
３割を占めることが見込まれています。（図１−（1）−３）
　また、高齢世帯（世帯主が 65 歳以上の世帯）についても、平成 37 年（2025 年）には
約 17 万世帯となり、全体の約３割を占めるなど、単独世帯、高齢世帯の増加が見込ま
れています。

【図１−（1）−１　我が国の人口の推移と将来推計】

【図１−（1）−３　滋賀県の世帯数および平均世帯人員の推移と将来推計】

資料：総務省統計局「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計」（平成 18 年（2006 年）12 月推計）、「都道府
県の将来推計人口」（平成 19 年（2007 年）５月推計）

資料：総務省統計局「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計」（平成 17 年（2005 年）８月推計）

【図１−（1）−２　滋賀県の人口の推移と将来推計】
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【環境側面からの視点】
●　中長期的に見て、人口減少が環境負荷を低減させる面がある一方、労働力人口の減少
も招くことで経済成長の鈍化などによる環境保全のための支出減少など、環境にマイナ
スの影響を与える面も懸念されることから、多様な就労環境の確保や労働生産性の向上
などが求められます。
●　高齢化の進行や世帯数の増加による生活形態の変化が、民生部門（家庭や医療・福祉
業務など）におけるエネルギー消費量の増加につながることが心配されます。

（２） 産業・経済の動向
○　県内総生産は、平成 18 年度（2006 年度）で 6 兆 863 億円（名目）と、国内総生産の約１％
です。地理的特性などから日本有数の内陸工業県となっており、全産業中で第 2次産業
の占める割合は、平成 18 年度（2006 年度）で 46.7％と全国平均の 26.7%を大きく上回り、
全国１位となっています。（図１−（2）−１）
○　県内総生産に占める第３次産業の割合は、平成 18 年度（2006 年度）で 54.9%と全国
平均の 75.9%を大きく下回っていますが、サービス業の拡大により、その割合は年々増
加し、今後も拡大が予想されます。その一方で、第 1次産業は、海外からの輸入農産物
への依存度の高まりによる米の消費量の減少や農業従事者の高齢化による生産構造の弱
体化などを背景に、その割合を大きく減少させ、平成 18 年度（2006 年度）には 0.7%と
なっています。（図１−（2）−１）
○　企業の海外への進出件数の推移を見ると、全国的には横ばい状態で推移していますが、
県では平成 10 年（1998 年）以降、中国を中心とするアジア地域への企業進出が増加し
ています。また、外国人労働者の受け入れも増加しています。（図１−（2）−２）
○　中国・インドなどの新興国の経済発展に伴い、世界の資源・エネルギー需要は急速に
高まっており、資源獲得競争の激化が予想されます。こうした中で、エネルギーや原材
料価格を製品価格に転嫁しにくい中小企業では、原油・石油製品の価格上昇によって収
益に影響があるとした企業が、平成 19 年（2007 年）で 89.7％となるなど、影響も大き
いものと考えられます。（図１−（2）−３）
○　地球温暖化問題の深刻化などにより、企業への環境制約が今後益々高まることが見込
まれる一方で、世界の環境ビジネス市場は、平成 18 年（2006 年）に約 6,920 億ドルの
規模となっており、平成 8年（1996 年）からの 10 年間で約 1.4 倍に成長したとされて
います。今後も環境に関わる市場・雇用の規模が拡大することが見込まれる中、海外企
業を主要な競争相手としている日本企業では、環境制約への対応が企業の強みとなり自
社の競争力が高まると考えている企業が４割に達しています。（図１−（2）−４）

資料：滋賀県「平成 18 年度滋賀県民経済計算年報」（平成 20 年（2008 年））

【図１−（2）−１　滋賀県内の経済活動別総生産】
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【環境側面からの視点】
●　第 2次産業を中心とする県の産業活動は、今後、省資源・省エネルギーの徹底など環
境制約への対応が一層求められます。
●　環境市場が拡大する中、自動車の排出ガス規制への対応が世界市場での日本製自動車
の躍進の一因となったように、投資や技術開発などを通じ、今後の環境市場において我
が国が優位性を発揮できる可能性があります。
●　アジアを中心とする経済成長に伴い、資源・エネルギーの需要の増加による、資源の
価格上昇や枯渇が懸念されることから、省エネ・省資源型の産業技術がさらに普及する
ことが求められます。
●　平成 20 年（2008 年）、100 年に一度といわれる金融危機に陥り、世界経済は大変厳し
い状況にあります。しかし、こうした状況は、環境・エネルギーを景気・雇用対策の核
として不況の克服を図りながら、その過程で環境と共存する持続的な産業・経済の発展
が可能となる仕組みづくりやその実践に向けた取組を進めることができる好機であると
も捉えることができます。

（３） 地球的規模の環境問題の深刻化
○　平成 19 年（2007 年）に発表された IPCC の第４次評価報告書は、地球温暖化は、人
間活動に起因する温室効果ガスの増加が原因であるとほぼ断定しました。また、今後も
化石燃料に依存しつつ高い経済成長を実現する社会が続けば、年平均気温は約 4.0（2.4
〜 6.4）℃上昇し、海面上昇、水資源の枯渇、食糧危機など様々な影響が予測されると
報告しています。（図１−（3）−１）
○　今後、中国・インドなどアジア諸国を中心とした急速な経済成長などに伴い、世界全

【図１−（2）−2　企業の海外進出件数の推移】

【図１−（2）−４　厳しい環境制約が自社の国際協力に与える影響（全国）】

資料：近畿経済産業局「関西国際化情報ファイル 2006」 ※原油・石油製品以外の原材料
資料：中小企業庁「原油・原材料価格上昇による中小企業
への影響調査」

備考：海外企業を主要な競争相手としている企業を対象に集計
資料：経済産業省調べ（平成 19 年（2007 年）12 月

【図１−（2）−３　原油価格の高騰が中小企業の収
益に与える影響（全国）】
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A1　高成長社会シナリオ
・高度経済成長が続き、人口が21世紀半ばにピークに達した後滅少し、新技術や高効率化技術が導
入される。
A1F1　化石エネルギー源を重視
A1T　非化石エネルギー源を重視
A1B　各エネルギー源のバランスを重視
A2　多元化社会シナリオ
・世界の人口は増加を続ける。
・地域経済発展が中心で、1人当たりの経済成長や技術変化は他の筋書きに比べバラバラで緩やかで
ある。
B1　持続発展型社会シナリオ
・地域間格差が縮小した世界。
・環境の保全と、経済の発展を地球規模で両立する。
B2　地域共存型社会シナリオ
・経済、社会及び環境の持続可能性を確保するための地域的対策に重点が置かれている世界。
・環境問題等は、各地域で解決が図られる。
出典：IPCC第4次評価報告書第1作業部会報告書
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体における資源・エネルギー需要の増加が見込まれることから、世界全体での二酸化炭
素の排出量については、平成 42 年（2030 年）には、平成 17 年（2005 年）比で約 50％
増加すると見込まれています。（図１−（3）−２、図１−（3）−３）
○　県においても、温室効果ガスの排出削減の追加的対策がとられない場合、平成 42 年
（2030 年）には平成 2年（1990 年）比で約 1割の排出量の増加が見込まれます。（図１−（3）
−４）
○　現在、66 億人の世界の人口は、平成 62 年（2050 年）には 92 億人になることが予測
されており、食料需給がひっ迫する可能性が指摘されています。特に我が国の食料自給
率は、平成 18 年度で 39％、県では 51％であり、その影響が大きいものと考えられます。
○　アジアを中心とする経済成長と人口増加を背景に、世界的に廃棄物の発生量が増大し
ており、平成 62 年（2050 年）には、平成 12 年（2000 年）の 2.1 倍になると予測され
ています。（図１−（3）−５）また、中国などの旺盛な資源需要を反映して、再生資源な
どの国際移動が活発化しており、その一例として、我が国のプラスチックくずの輸出量
は平成 10 年（1998 年）から平成 16 年（2004 年）の間に６倍以上に増加しています。
○　我が国は、変化に富んだ地形や気候などを反映し、固有種をはじめ多くの希少種が生
息・生育する豊かな生物多様性を有していますが、開発などを背景に生態系の破壊・分
断・劣化が危惧されています。また、外来種の侵入や地球温暖化などの人為的環境変動
により生態系への影響が懸念されています。
○　近年、日本国内での光化学スモッグ注意報の発令や黄砂の発生頻度が高まっており、
経済成長が著しい東アジア地域での環境変化により、大気汚染物質が国境を越えて我が
国へ影響を与えている可能性も指摘されています。

【図１−（3）−１　今後の世界の気温上昇の予測】

【図１−（3）−２　世界のエネルギー需要の見通し】 【図１−（3）−３　世界の CO2 排出量の将来予測】

資料：IEA World Energy Outlook 2006 より経済産業省等作成

備考：中国には香港を含む。その他のアジアは IEA「World 
Energy Outlook 2007」における「Developing Asia」から中
国とインドを差し引いて算出しており、ASEANを中心とし
たアジア地域各国の合計値。
資料：IEA「World Energy Outlook 2007」
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【環境側面からの視点】
●　温室効果ガス（京都議定書では、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフル
オロカーボン、パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄の 6物質が削減対象となっていま
す。）の排出量削減のため、太陽光、風力やバイオマスなど、化石燃料に代わるエネルギー
が、産学官の適切な役割分担の下でのコスト低減や技術開発により、本格的に用いられ
ていくことが期待されます。
●　食料の６割を海外に依存する我が国では、食料自給率の向上を図るとともに、輸送に
かかるエネルギー消費の削減が求められます。
●　開発行為や地球温暖化などによる生物多様性の危機に対し、長期的な視点に基づいて、
ＮＰＯ、企業、行政など多様な主体による取組が求められています。
●　アジア地域の経済成長により、資源価格の高騰や大気汚染の国境を越えた拡大など、
我が国への影響が懸念されることから、国際環境協力の必要性が一層高まります。

（４） 県民・事業者の環境意識と行動
○　県では昭和 52 年（1977 年）５月、琵琶湖に大量の淡水赤潮が発生したことを契機に、
県民が主体となり、その発生原因の一つであるリンを含む合成洗剤の使用をやめ、粉せっ
けんを使おうという運動、いわゆる「せっけん運動」が展開され、「富栄養化防止条例」
制定のきっかけとなりました。せっけん運動以降も、琵琶湖の水環境を保全するための
県民一人ひとりの自主的な取組とともに、ＮＰＯや企業などの各団体においても、流域
ごとの取組や身近な暮らしの中から水環境を見つめ直す活動が実践されるなど、環境保
全への多様な活動が展開されています。
○　環境の保全を定款上の活動の種類として掲げるＮＰＯの数は年々増加し、平成 20 年
（2008年）3月末現在で178と県内ＮＰＯ全体の45.5%を占め、その割合は全国１位となっ
ています。（図１−（4）−１）

【図１−（3）−４　滋賀県の温室効果ガス排出量】 【図１−（3）−5　世界の廃棄物排出量の将来予測】

注）BaUとは「Business as Usual（現状維持）」の略で、
温室効果ガス排出量削減のための追加対策がとられない
場合を示している
資料：滋賀県持続可能社会研究会「持続可能社会の実現
に向けた滋賀シナリオ」（平成 19 年（2007 年）３月）、
滋賀県「滋賀県地球温暖化対策推進計画」より作成

資料：岡山大学田中教授論文
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○　県におけるこどもエコクラブの会員数およびサポーター数は、平成19年度（2007年度）
には平成 15 年度（2003 年度）の約３倍になり、人口あたりのクラブ数も全国 2位とな
るなど、主体的な環境学習が展開されています。（図１−（4）−２）
○　県では、琵琶湖の水質保全のために、全国的にも厳しい排水規制を行っていますが、
このような中で、県内事業所の排水基準遵守率は平成 19 年度（2007 年度）末で 95%
と高い努力が認められます。また、事業所におけるＩＳＯ１４００１やエコアクショ
ン２１（ＥＡ２１）などの環境マネジメントシステムの認証取得割合も高く、ＩＳＯ
１４００１の認証取得件数は、平成 19 年度（2007 年度）末現在で 371 件、1,000 製造
事業所あたりの取得件数は 114．2 件と全国 3位となっています。（図１−（4）−３）
○　県民の県政に対する満足度を調査したところ、環境分野に関する県の施策のうち、「琵
琶湖の総合保全をはじめとした自然環境の保全」が最も満足度が高い一方で、県政への
要望も高くなっています。また、「地球温暖化防止や資源循環など持続可能な社会づくり」
についても要望が高くなっています。（図１−（4）−４、図１−（4）−５）

【図１−（4）−１　滋賀県内で環境の保全を活動分
野とするＮＰＯ法人数】

【図１−（4）−３　滋賀県内の年度別 ISO14001 認証取得件数】

【図１−（4）−２　滋賀県内のこどもエコクラブ数
等の推移】

資料：内閣府 資料：滋賀県環境政策課

資料：財団法人日本適合性認定協会「都道府県別ＩＳＯ 14001
審査登録状況」、経済産業省「工業統計表」より作成
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【１−（4）−５　県民の県政に対する要望（環境分野）】

【図１−（4）−４　県民の県政に対する満足度と不満度（環境分野）】

資料：滋賀県「第 41 回県政世論調査」（平成 20 年 10 月）

【環境側面からの視点】
●　県民や県内企業の環境問題に関する関心や認識の高さを背景に、地域や職場で環境活
動への取組が進んできていますが、深刻化する地球温暖化問題などの解決に向け、県民
一人ひとりの環境活動のさらなる実践が求められます。
●　県民が期待する「琵琶湖の総合保全をはじめとした自然環境の保全」を県民協働で具
体的に進めていくためには、環境にかかる基礎データの収集、環境コミュニケーション
や継続的に環境保全活動を実践するための仕組みが求められています。
●　琵琶湖の総合保全や資源循環などの環境問題は、広域的な取組が必要であることから、
今後は滋賀県民のみならず琵琶湖・淀川流域の住民などと環境意識を共有し、協力の輪
を広げていくことが求められます。
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【図２−（1）−１　土地利用の推移】

資料：滋賀県県民生活課、滋賀県国土利用計画（第３次）、滋賀県における
土地利用の現状と対策

２　滋賀の環境の現状・課題
（１）　県の概況
○　滋賀県は、県土のほぼ中央に約 400 万年の歴史を有し、世界でも有数の古代湖である
日本最大の湖、琵琶湖を擁しています。また、伊吹、鈴鹿、比良、比叡などの山々に囲
まれた豊かな自然環境が形成されています。琵琶湖は、多様な生態系を支える源である
とともに、そのほとりに９千年以上前の縄文時代から人々が生活を営んできました。現
在では、近畿 1,400 万人の生存と経済的発展を支える重要な水資源となるなど、私たち
に様々な恩恵を与え、命をはぐくむ母なる湖「マザーレイク」として、県民の心のより
どころともなっています。
○　古くから多くの歴史街道を有し、人や物、情報の交流の要衝として栄え、旧街道に連
なる家並み、近江商人の屋敷群、古社寺や庭園など歴史的風景や文化財を数多く有して
います。このため、琵琶湖を中心として水と緑が織りなす自然と、人々の長い間の営み
に培われた、ひろがりとつながりのある特色ある景観が形成されています。
○　県土 4,017km2 の利用形態を見ると、平成 18 年（2006 年）現在で、森林が 2,056km2

（51.0％）、水面・河川・水路が 792km2（19.7%）、農用地が 545km2（13.6%）などとなっ
ています。（図２−（1）−１）　　
　今後は平成 27 年（2015 年）まで人口の伸びが予測されるものの、増加傾向は鈍化す
ることから、宅地、道路などへの土地利用の転換は縮小することが見込まれます。また、
森林については琵琶湖の水源かん養、温室効果ガス吸収源対策、自然環境・景観の保全
などに配慮した県土利用が見込まれることから、減少幅は小さくなるものと予測されま
す。

（２）　地球温暖化
○　県内（彦根市）の気温の経年変化をみると、1893年（明治26年）から2006年（平成18年）
の間に、平均値で約１．３℃上昇しており、琵琶湖表層の水温も、気温と同様に上昇傾
向にあります。（図２−（2）−１、図２−（2）−２）
　　こうした気候の変化に伴い、桜（ソメイヨシノ）の開花は早まり、イチョウの色づき
は遅れる傾向にあります。（図２−（2）−３））
　　今後、さらに地球温暖化が進行することにより、県においても気候の変化や日常生活、
琵琶湖などの生態系、米の品質低下の進行など農林水産業などへの影響が懸念されます。
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○　平成 18 年度（2006 年度）の我が国の温室効果ガスの総排出量は、13 億 4,000 万トン
（CO2 換算）となっており、京都議定書の規定による基準年（平成２年（1990 年））の
総排出量（12 億 6,100 万トン）を 6.2%（7,900 万トン）上回っています。（図２−（2）−４）
　部門別に見ると、基準年と比較して平成 18 年度（2006 年度）は「業務その他部門」
で 39.5%（6,490 万トン）、「家庭部門」で 30.0%（3,830 万トン）増加しています。（図２
−（2）−５a）
○　県の二酸化炭素の総排出量は平成 18 年（2006 年）で、1,187 万トンであり、基準年
に対する増減割合はマイナス 9.1％となっています。（図２−（2）−６）また、部門別割合
は産業部門が 48.2％と最も多く、次いで、運輸部門 23.1％、家庭部門 15.4％、業務その
他部門 10.9％となっています。（図２−（2）−７）

【図２−（2）−１　彦根の平均気温の差の変化】

【図２−（2）−２　琵琶湖の水温の経年変化】

【図２−（2）−３　桜の開花、イチョウの色づきの変化】

資料：彦根地方気象台

資料：琵琶湖環境科学研究センター　彦根地方気象台

彦根地方気象台資料に基づき、琵琶湖環境科学研究センター作成
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【図２−（2）−４　我が国の温室効果ガス排出量の推移】

【図２−（2）−５a　我が国の CO2 の排出量】 【図２−（2）−５b　我が国における CO2 排出量の
内訳 平成 18 年（2006 年）】

【図２−（2）−7　滋賀県における CO2 排出量の
内訳平成 18 年（2006 年）】

【図２−（2）−６　滋賀県の CO2 排出量の推移】

資料：環境省

資料：環境政策課温暖化対策室公表資料（平成 21 年 5 月）を基に作成

ア　産業部門の動向
○　県の平成 18 年（2006 年）の産業部門からの排出量は 5,722 千トンでした。温室効果
ガスを大量に排出するセメント工場の縮小や、景気の動向などの社会情勢を背景として、
基準年と比較して 842 千トン、12.8％の減少となっています。
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イ　運輸部門の動向
○　県の平成 18 年（2006 年）の運輸部門からの
排出量は 2,740 千トンであり、基準年と比較して
157 千トン、5.4%の減少となっています。しかし、
乗用車を中心として自動車保有台数は増加傾向に
あることから、排出量の増加が懸念されます。（図
２−（2）−８）
　
ウ　家庭部門の動向
○　県の平成 18 年（2006 年）の家庭部門からの排
出量は 1,825 千トンであり、家庭用機器の多様化
や人口の増加などの影響で、基準年と比較して
566 千トン、45.0%の増加となっています。
○　県では今後も人口および単身世帯の増加が見込まれることや、家電製品をはじめとし
た耐久消費財の普及率の高さが排出量に影響を及ぼすものと考えられます。（図２−（2）
−９、図２−（2）−10）

エ　業務その他部門の動向
○　県の平成 18 年（2006 年）の業務部門からの排出量は 1,299 千トンであり、オフィス
のOA化の進展や延べ床面積の増加などにより、基準年と比較して 216 千トン、20.0%
の増加となっています。
○　本県においても第３次産業が進展する中、沿道型・郊外型の商業施設立地などが進ん
でおり、排出量削減の追加的対策がとられない場合、さらに排出量が増加することが見
込まれます。

【今後の課題】

●　温室効果ガスの大幅な排出削減を行うためには、社会経済制度の大胆な転換や新
たな技術の導入が必要です。
●　温室効果ガスの排出量が増加している「家庭部門」「業務その他部門」や自動車
保有台数が増加している「運輸部門」については、ライフスタイルや経済活動との
関わりが大きいことから、省資源・省エネルギー行動の徹底など県民・事業者全体
の理解と取組が必要です。

【図２−（2）−８　滋賀県の車種別自動車
保有台数の推移】

【図２−（2）−９　耐久消費財普及率】 【図２−（2）−10　滋賀県の電力需要量の推移】

資料：近畿運輸局滋賀運輸支局（各年３月末現在）

資料：総務省統計局「平成 16 年度全国消費実態調査」
資料：関西電力㈱



第 1 章

­—　17　­—

（３）　自然環境
○　県には、60 種以上の固有種をはじめ、1万種を超える多様な野生生物が生息・生育し
ています。しかし、「滋賀県で大切にすべき野生生物 2005 年版」では、県内の 684 種の
野生動植物について絶滅のおそれが指摘されており、2000 年版で指摘された 509 種か
ら大きく増加するなど、近年、個体数の減少や生息・生育環境の悪化が進んでいること
が明らかになっています。
○　魚類、鳥類など様々な生物の生息場所としても重要な琵琶湖周辺のヨシ群落の面積は、
昭和 28 年（1953 年）には 260.8ha であったものが、平成 19 年度（2007 年度）末には
169.3ha と、近年その面積は回復しつつあるものの、大きく減少しています。（図２−（3）
−１）
○　湖岸の埋め立てや人工護岸化などによる内湖やヨシ群落といった産卵場所の喪失、水
位の人為的操作による産卵・生育環境の急激な変化、外来魚やカワウによる食害などに
より、セタシジミなどの貝類や、ニゴロブナ、ホンモロコなどのコイ科の漁獲量が特に
減少しています。（図２−（3）−２）
○　南湖では最近 10 年間で水草の繁茂面積が 1.8 倍になり、南湖の 60％以上を覆うほど
異常繁茂しており、その湖底では無酸素状態になるなど、砂地の減少とともに湖底環境
を悪化させています。（図２−（3）−3）
○　ここ数年、水辺域では、繁殖力が強く大量繁茂につながるおそれがあり、特定外来水
生植物に指定されているナガエツルノゲイトウやミズヒマワリが各地で確認されていま
す。
○　県の森林面積は、県土の 51％を占め、そのうち民有林の約 43.1％は人工林となって
います。（図２−（3）−４）　また、人工林のうち、間伐などの手入れを必要とする９齢
級以下の森林は 64.3%を占めています。（図２−（3）−５）

【今後の課題】

●　農林水産業就業人口の減少、高齢化や生活様式の変化によって森林・湖底をはじ
めとする自然環境の適切な管理が十分になされなくなったことが指摘されていま
す。また、これまでの開発行為などによって生物の生息・生育域が狭まったこと、
外来魚やカワウ、水草など特定の野生動植物が繁殖・繁茂し、本来の生態系のバラ
ンスの維持が危ぶまれていることなどから、人と自然の関わりの再構築や、生物多
様性の保全への対応が必要です。

【図２−（3）−１　琵琶湖周辺のヨシ群落等】 【図２−（3）−２　琵琶湖漁業魚種別漁獲量の推移】

資料：滋賀県水産試験場「昭和 28 年度総合開発調査琵琶湖水位低下
対策（水産生物）調査報告書」、滋賀県環境室「ヨシ群落現存量等把
握調査」（平成４年（1992 年）３月）､ 滋賀県自然環境保全課

資料：滋賀県水産課
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【図２−（3）−３　沈水植物の分布（南湖）】

【図２−（3）−４　林種別民有林面積】

【図２−（3）−5　民有人工林齢級別面積】

（平成９年（1997 年）） （平成 19 年（2007 年））
資料：水資源機構　琵琶湖開発総合管理所「琵琶湖水辺の環境調査」

資料：滋賀県森林・林業統計要覧（平成 19 年度）

資料：滋賀県森林政策課（平成 20 年（2008 年）3月末現在）



第 1 章

­—　19　­—

【図２−（4）−１　全窒素の経年変化】 【図２−（4）−２　全りんの経年変化】

【図２−（4）−３　BOD の経年変化】 【図２−（4）−４　COD の経年変化】

（４）　水・土壌環境
○　琵琶湖の水質は、近年、北湖・南湖ともに窒素、りんは横ばいもしくは減少傾向にあ
り、富栄養化は抑制されていると評価されます。（図２−（4）−１、図２−（4）−２）
　しかし、有機汚濁の指標であるCODは、BODとは異なる動きを示し、昭和 59 年（1984
年）以降上昇し、ここ数年高止まりの状況にあります。（図２−（4）−３、図２−（4）−４）
○　琵琶湖に流入する汚濁負荷については、生活排水対策や工場排水規制などのいわゆる
点源対策に加え、農地や降雨に伴って道路や市街地などから流出する面源負荷について
も対策を実施してきました。主に下水道整備などによる点源負荷の削減により、総量と
しては着実に減少してきています。（図２−（4）−５）
○　淡水赤潮については、昭和 52 年（1977 年）に初めて発生が確認されて以降、減少傾
向にあります。一方、アオコについては、昭和 58 年（1983 年）に初めて発生が確認さ
れて以来、昭和 59 年（1984 年）を除き毎年発生しています。（図２−（4）−６、図２−（4）
−７）
○　暖冬であった平成 18 年度（2006 年度）の冬に、「琵琶湖の深呼吸」と例えられる湖
水の全循環が、例年より大きく遅れ、平成 19 年度（2007 年度）の秋には、湖底近くの
溶存酸素濃度が低水準で推移するなどの現象が現れています。（図２−（4）−８）
○　琵琶湖・瀬田川に流入する主要な 24 河川の水質は近年良好な値で推移し、BODの環
境基準達成状況は、平成８年度（1996 年度）以降は 70%以上を維持しています。（図２
−（4）−９）
○　平成 19 年度（2007 年度）は、これまで地下水汚染の確認された地域のうち、49 地域
で地下水の定期モニタリング調査を実施しましたが、改善が見られる地域がある一方で、
長期にわたり汚染が継続している地域もあります。（図２−（4）−10）
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【図２−（4）−５　琵琶湖に流入する汚濁負荷量の経年変化】

【図２−（4）−６　淡水赤潮の発生日数】　 【図２−（4）−７　アオコの発生日数】

【図２−（4）−８　定期調査での今津沖中央底層（底から１m における溶存酸素濃度の変動）】
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【図２−（4）−９　主要河川における BOD の環境基準達成状況（達成河川率）の経年変化】

【図２−（4）−10　地下水質の状況】

資料：滋賀県琵琶湖再生課、琵琶湖環境科学研究センター

資料：滋賀県琵琶湖再生課、琵琶湖環境科学研究センター

●　健全な琵琶湖を次世代へ引き継いでいくため、これまでの流入負荷削減などの取
組に加え、水質汚濁メカニズムを解明することなどを通じ、CODが徐々に増える
傾向や琵琶湖北湖深層部の低酸素化などの課題へ対応していくことが必要です。
●　土壌・地下水汚染の解消と新たな汚染の未然防止に向けた取組が必要です。

【今後の課題】



平成10 191817161514131211
平成10 191817161514131211
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（５）　大気・化学物質・その他の快適環境
ア　大気
○　県の大気汚染の状況を直近５年間で見ると、二酸化いおう、二酸化窒素、一酸化炭素、
浮遊粒子状物質（SPM）はすべての測定地点で環境基準を達成しているものの、光化
学オキシダントは、全地点で環境基準を超えており、国境を越えた大気の流動などによ
る影響も指摘されています。（図２−（5）−１、図２−（5）−２）

イ　化学物質
○　PRTR制度に基づく届出によると、県の化学物質の環境中への排出量は減少傾向にあ
ります。（図２−（5）−３）
○　大気、水質・底質および土壌のダイオキシン類による汚染状況については、すべての
調査地点で環境基準を下回っています。（図２−（5）−４）　

【図２−（5）−１ 　二酸化窒素（NO2）の経年変化】

【図２−（5）−３　PRTR 上位５物質の排出量の推移】

【図２−（5）−４　大気中のダイオキシン類濃度（全地点平均）の推移】

【図 2−（5）−２　光化学スモッグ注意報発令状況】

資料：滋賀県琵琶湖再生課、琵琶湖環境科学研究センター

※ PRTR･･･Pollutant Release and Transfer Register の略：化学物
質排出移動量届出制度）とは、有害性のある多種多様な化学物質が、
どのような発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、あるい
は廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把
握し、集計し、公表する仕組み。日本では平成 11 年（1999 年）、「特
定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す
る法律」（化管法）により制度化。
※平成 13 〜 14 年度と平成 15 年度以降は届出対象が異なる。

※平成 10・11 年度はコプラナーＰＣＢの測定を行っ
ていない。
※毒性等価係数：平成 10 年度は I − TEF（1988）
を平成 11 年度以降はWHO−TEF（1998）を使用。
※環境基準値 0.6pg − TＥ Q/m3

資料：滋賀県琵琶湖再生課、琵琶湖環境科学研究センター
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ウ　騒音・振動・悪臭
○　県の騒音に関する苦情は、年間 100 件前後で推移しており、平成 19 年度（2007 年度）
は 97 件となっています。発生源別に見ると建設作業騒音が 30 件（30.9%）と多くなっ
ています。また自動車騒音については、16 箇所中８箇所において要請限度を超える結
果となっています。（図２−（5）−５）
○　県の悪臭に関する苦情は、130 件前後で推移しており、平成 19 年度（2007 年度）は
118 件となっています。（図２−（5）−６）

（６）　廃棄物・資源循環
○　県の一般廃棄物の総排出量は、平成 18 年度（2006 年度）で 47.6 万トンとなっていま
すが、今後は人口の増加に伴い、増えることが懸念されます。（図２−（6）−１）
　また、１人１日あたりの排出量（排出原単位）は 948g となっており、ここ数年微減
傾向にあります。一方で、ごみの資源化については、各市町による分別収集の取組など
により資源化量は増加しています。（図２−（6）−２）
○　県の産業廃棄物の総排出量は、平成 18 年度（2006 年度）で 403.8 万トンとなっており、
排出量は近年横ばいの状況です。再生利用量、減量化量はともに増加し、最終処分量は
平成 9年度（1997 年度）38.8 万トンであったものが、10.3 万トンに減少しています。（図
２−（6）−３）
○　産業廃棄物の不法投棄などについては、新規案件数は減少傾向にあるものの、年間
200 件あまりの発生が見られます。その年度内解決率は平成 12 年度（2000 年度）頃の
50％前後から、近年では 70％台に向上しています。（図２−（6）−４）

【図 2−（5）−５　騒音苦情の推移】

【図２−（6）−１　一般廃棄物の総排出量と処理状況・排出原単位の推移】

【図 2−（5）−６　悪臭苦情の推移】

資料：総務省「平成 19 年度公害苦情件数調査」

※国では、平成 17 年度実績の
公表データより総排出量の定義
を「収集ごみ量＋直接搬入量＋
自家処理量」から「収集ごみ量
＋直接搬入量＋集団回収量」へ
変更しており、この定義で見た
場合、平成 18 年度の県の総排
出量は 50.5 万トン、排出原単位
は 1,004 ｇ、国の排出原単位は
1,116 ｇとなる。
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【図２−（6）−２　市町と集団回収による資源化量の推移】

【図２−（6）−３　産業廃棄物の総排出量と処理状況の推移】

【図２−（6）−４　県内不法投棄等新規案件数と年度内解決率の推移】

資料：環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」をもとに滋賀県循環社会推進課で作成

資料：滋賀県循環社会推進課

資料：滋賀県循環社会推進課

【今後の課題】

●　平成 27 年（2015 年）まで人口増加が予測され、一般廃棄物の排出量の増加が懸
念されることから、３R（発生抑制、再利用、再生利用）の取組を今後とも推進し
ていく必要があります。
●　産業廃棄物についても、資源化や不法投棄の防止など適正処理の取組を今後とも
推進していくことが必要です。



第2章
長期的な目標

　第２章では目指すべき滋賀の将来像とその実現のた

めの長期的な目標を示します。また今後の施策を展開

する上で必要な基本的な視点を示します。



健全な県土の保全 良好な生活環境の確保

循環型社会

低炭素社会 自然共生社会

循環型社会

低炭素社会 自然共生社会

持続可能な滋賀社会持続可能な滋賀社会持続可能な滋賀社会

持続可能な滋賀社会を目指して

第2章

­—　26　­—

１　目指すべき将来の姿
平成 19 年（2007 年）12 月に策定した滋賀県基本構想では、今後の県政運営の基本理念を「未

来を拓く共生社会へ」とし、実現に向けた戦略として「人の力を活かす」、「自然の力を活か
す」、「地と知の力を活かす」の３つを掲げました。

「自然の力を活かす」戦略とは、「自然本来の力を再生可能な範囲で活かしながら損なわ
ない『持続可能な社会づくり』を進めるとともに、損なった自然の力を再生させて、琵琶湖
をはじめとした豊かな自然を次世代に継承できる人と自然との新たな関係を築くこと」です。

そこで、この計画では、基本構想の基本理念と「自然の力を活かす」戦略に沿って、安全
で快適な生活を支える基本的な環境保全施策を着実に実施しながら、「温暖化の危機」、「資
源消費による危機」、「生態系の危機」に対応し、「持続可能な社会」の実現を図る環境政策
を構築します。

この計画では、おおむね一世代後である 2030 年（平成 42 年）を想定し、「持続可能な滋
賀社会」を目指すべき将来の姿と位置づけ、その実現を図るために長期的な目標と施策の基
本方向を定めます。

「持続可能な滋賀社会づくり」に向けては、健全な県土の保全と良好な生活環境の確保に
向けた施策を基礎としながら、地球温暖化問題に対応する「低炭素社会づくり」、資源の消
費を抑制し環境への負荷を低減する「循環型社会づくり」、生態系が維持・回復され、自然
と人間が共生する「自然共生社会づくり」の３つの側面から取り組みます。
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２　持続可能な滋賀社会の実現に向けた長期的な目標
（１）目標の考え方

「低炭素社会づくり」、「循環型社会づくり」、「自然共生社会づくり」は相互に関連しあっ
ています。

例えば、「低炭素社会づくり」のために温室効果ガスの排出削減を進めることは、省資源・
省エネルギーや化石燃料から再生可能エネルギーへの転換を推進し「循環型社会づくり」に
寄与します。さらに琵琶湖や大気への負荷の低減にも好ましい影響を与えると考えられます。
また、本県における「自然共生社会づくり」を進めること、すなわち琵琶湖環境の再生のた
めの取組は、琵琶湖と向き合う人々の環境配慮意識を高め、省エネルギーや３R の取組を促
進するなど、エコライフの実践を喚起し、「低炭素社会づくり」や「循環型社会づくり」に
も寄与することが期待されます。

そこで、この計画では３つの取組を統合的に進めていくために、「低炭素社会の実現」と「琵
琶湖環境の再生」を長期的な目標として、持続可能な滋賀社会の実現を目指すものとします。

（２）長期的な目標（この計画の目標）

ア　「低炭素社会の実現」を設定する背景
ＩＰＣＣ 第４次評価報告書によれば、地球の平均気温が 2℃〜 3℃上昇すると、すべての

地域において自然環境から受ける恩恵が減少するか、または損失が増加することが示唆され
ています。また、産業革命期からの気温上昇を 2.8℃までに抑えるためには、2050 年（平成
62 年）の二酸化炭素排出量を 2000 年（平成 12 年）比で 60％〜 30％程度削減する必要があ
るとされています。（次ページ　表 「地球環境の安定化シナリオ」　参照。）

このような科学的知見が示される中で、平成 20 年（2008 年）7 月の北海道洞爺湖サミッ
トでは、米国も含め 2050 年（平成 62 年）までに温室効果ガスを少なくとも半減するという
目標をすべての国連交渉参加国で共有し、その採択を求めることが合意されました。

こうした国際社会における動向を踏まえつつ、県民の生活と産業の基盤、そして琵琶湖を
はじめとする環境を守るためにも、滋賀県の温室効果ガス排出量の大幅な削減を目標として
掲げます。

ア　『低炭素社会の実現』
● 2030 年における滋賀県の温室効果ガス排出量注１が 50％削減（1990 年比）さ

れている。
イ　『琵琶湖環境の再生』

●琵琶湖流域および周辺で健全な生態系と安全・安心な水環境が確保されている。
●遊・食・住などの人の暮らしと琵琶湖の関わりが再生している。

注１：目標の対象とする温室効果ガスは二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒
素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、六フッ
化硫黄（SF6）とする。なお排出量の約９割はエネルギー起源の CO2 である。
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県では、平成 17 年度（2005 年度）から、琵琶湖環境科学研究センターを中心に持続可能
な地域社会のあり方を独自に研究してきました。研究では、先進的な技術を活用し、大胆に
社会の仕組みやライフスタイルを転換すれば、目標の達成は可能であると推計しています。

（「持続可能な滋賀社会ビジョン」において想定している取組内容は、巻末資料編「温室効果
ガス削減対策一覧」を参照。）

イ　「琵琶湖環境の再生」を設定する背景
これまでの琵琶湖の環境政策は水質保全対策が中心であり、その結果、流入負荷の削減な

どには一定の成果を上げてきました。今後は、豊かで望ましい生態系を保全する取組の強化
が求められています。生物多様性を確保し、様々な在来種でにぎわう、生命あふれる琵琶湖
の再生を目指します。

また、すべての県民が琵琶湖に愛着を抱き、大切にする気持ちを行動につなげていくこと
が、琵琶湖環境の再生には不可欠です。そのためには県民の琵琶湖への思いを高め、深めて
いくことが必要です。琵琶湖に遊び、恵みを味わい、湖畔で学び、リフレッシュして、自然
との共生を体感し、人々が琵琶湖とつながり、関わり合いを深めていくことを目標として掲
げます。

なお「琵琶湖環境の再生」の目標は、マザーレイク 21 計画第 2 期計画の検討の中で、さ
らに具体化していきます。

産業革命からの気温上昇（℃） 2050 年における必要な CO2 排出削減量
（2000 年比％）

2.0 〜 2.4 − 85 〜 − 50

2.4 〜 2.8 − 60 〜 − 30

2.8 〜 3.2 − 30 〜 +5

3.2 〜 4.0 +10 〜 +60

4.0 〜 4.9 +25 〜 +85

4.9 〜 6.1 +90 〜 +140

表　地球環境の安定化シナリオ
（出所）IPCC 第４次評価報告書　第３次作業部会報告書より作成



持続可能な滋賀社会の実現持続可能な滋賀社会の実現持続可能な滋賀社会の実現
長期的な目標

滋　賀　の　現　状

①　低炭素社会の実現
2030年における滋賀県の温室効果
ガス排出量50％削減（1990年比）

②　琵琶湖環境の再生
・健全な生態系と安全安心な水環境の
確保

・人の暮らしと琵琶湖の関わりの再生

①　低炭素社会の実現
2030年における滋賀県の温室効果
ガス排出量50％削減（1990年比）

②　琵琶湖環境の再生
・健全な生態系と安全安心な水環境の
確保

・人の暮らしと琵琶湖の関わりの再生

2030年

第三次滋賀県環境総合計画
（2009年度～2013年度）
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（３）長期的な目標に向けた計画期間内の取組
ア　低炭素社会の実現に向けた取組

2030 年（平成 42 年）における滋賀県の温室効果ガス排出量の 50％削減（1990 年比）に
向けた工程表を作成します。そして工程表に示される新たな制度や仕組みづくりに取り組む
中で、平成 22 年度（2010 年度）には基準年比で９％の削減を達成し、さらに平成 25 年度（2013
年度）には、９％を上回る削減を目指します。

　
イ　琵琶湖環境の再生に向けた取組

マザーレイク２１計画の第 2 期計画を策定します。同計画では、必要な取組を体系的に示
すとともに「琵琶湖環境の再生」の進捗を的確に表す指標を設定します。これらを通して、
平成 25 年度（2013 年度）には、「琵琶湖環境の再生」が着実に進展している状態を目指します。
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３　施策展開の基本的な視点
長期的な目標の実現に向け、施策を実施するにあたっての基本的な視点を定めます。

（１）　持続可能な滋賀社会の実現に向けた施策の推進の視点
ア　対症療法的だけでなく、総合的な視点で解決を目指します

従来型の社会システムの変革を通して、低炭素社会の実現や琵琶湖環境の再生への取組を
進めることは、環境問題の解決を図るばかりでなく、地域福祉の向上や、地域経済の活性化
につながるなど、社会全体に影響がおよびます。このため「部分解」に陥ることなく、「全体解」
すなわち持続可能な社会の実現のための「最適解」を見いだせるように総合的な取組を進め
ます。

イ　 様々な政策手法を組み合わせて取組を進めます
各種規制や税制・金融政策による誘導策など個別策として有効な対策・施策を組み合わせ

ることで相乗効果が高まるようにします。また持続可能な社会づくりに向けて行動できる人
づくりのために環境学習を推進します。

ウ　 新たなビジネスチャンスの創出や県民生活の向上を目指します
技術革新や県民のライフスタイルの転換を促す仕組みづくりは、新たなビジネスチャンス

と捉えることができます。持続可能な滋賀社会づくりのニーズをビジネスモデルの創造や雇
用機会の拡大につなげ、経済発展と県民生活の質の向上を目指します。

　
エ　 最新の科学技術や伝統的な知恵を活用し、新たな豊かさを創造・普及します

最新の科学技術を活用するとともに、風土に根ざした伝統的な暮らしの知恵を活かし、季
節に応じた暮らしぶりの定着を図ります。また、人と人のつながりや、人と自然の共生の中
に新たな豊かさを見いだし、暮らしの中に根づくよう働きかけます。

　
オ　 取組が利益となったり、効果が見える仕組みを構築します

県民や事業者の取組が継続し、拡大していくためには、環境配慮行動の選択を社会的に誘
導する仕組みが必要です。取組の努力が経済的・社会的に評価されたり、効果が実感できる
システムを整えていきます。

（２）　県民、事業者、市町などとの連携による施策の推進の視点
ア　県民、地域団体、ＮＰＯ、事業者などとの協働・連携を推進します

地域共通の課題である環境問題に対して、「環境自治」の理念のもと、自治の担い手であ
る県民、地域団体、ＮＰＯ、事業者などが、自主性や主体性を発揮して取り組めるよう、積
極的な情報の公開・提供を行うとともに、県民などのアイディアも活かして協働や連携を推
進します。また国際化など多様化が進む実態にも配慮します。
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イ　市町とのより適切な連携・協力関係を構築します　
地域における総合的な経営主体として住民に対して直接的に対応する市町の役割を踏まえ

るとともに、市町と県の行政サービスが効果的・効率的となるよう、より適切な連携、協力
関係を築きます。

ウ　琵琶湖・淀川流域をはじめとする広域的な連携・協力を図ります
水、大気、廃棄物、エネルギーといった環境問題には広域的な連携を図ります。特に、琵

琶湖の治水・利水などに大きな関わりをもつ琵琶湖・淀川流域の関係自治体などとの関わり
をさらに深めます。また流域住民をはじめ広く国民に対して、琵琶湖の恵みや保全の必要性
についての理解と協力を働きかけます。



第3章
施策の方向

　第3章では、持続可能な滋賀社会の実現に向けた

施策の方向を示します。

　まず、第1節と第2節では、持続可能社会づくり

の基礎となる、環境学習などによる「人育ち・人育て」

と、住民参加や産業・まちづくり、調査研究などの「基

盤づくり」の2つの分野について施策の方向を示し

ます。続いて第3節で、６つの環境分野別に施策の

方向を示します。

　各分野ごとに、目指すべき将来の姿を示し、次に前

計画（新滋賀県環境総合計画）の評価・課題を確認し

た上で、長期的な目標に向けた戦略と施策の方向を示

します。

　また、施策の方向性に沿った取組に関連する数値指

標を設定し、進行管理に活用します。

　なお、目指すべき将来の姿は、「滋賀県基本構想」

や「持続可能な滋賀社会ビジョン」とも共通するもの

であることから、これらの将来像の記述の中から、各

分野に関わりのあるものを掲げています。
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１　目指すべき将来（2030年頃）の姿
○　人々は家族や地域、世代間のつながりを大切にし、交流を深め、支え合いながら生活

しています。
○　誰もが地域社会の一員として、互いの価値観を尊重しつつ、地域活動やボランティア・

ＮＰＯ活動に積極的に参加しています。
○　省エネルギー行動やグリーン購入がほぼすべての家庭・オフィスに普及しており、環

境への負荷が少ないライフスタイルが定着しています。
○　県民が主役となって環境学習や環境保全活動、森林づくり活動などを県全体で展開し

ています。

２　現行施策の評価と課題
県では、これまで環境学習推進計画の策定や環境学習支援センターの開設などにより環境

学習の支援体制を確立し、ライフステージに応じた環境学習の充実を図ってきました。こう
した県の取組や、県民などの各主体の取組の結果、こどもエコクラブへの参加の拡大や、省
エネルギー行動の実践率、県民の買い物袋持参率の高まりなど、環境保全活動の浸透がうか
がえます。

こうした気運や行動をさらに加速させ、地球温暖化問題など今日の環境問題の解決や持続
可能な社会の実現に向けて、私たち一人ひとりがより一層、環境に対する責任と役割を自覚
し、解決に向けた行動につなげていくことが求められています。

３　施策の方向

（１）環境教育・環境学習の推進
○　「滋賀県環境学習推進計画」に基づき、県民、ＮＰＯ・地域団体、学校、企業、行政

などの様々な主体の連携のもと、生涯にわたる環境学習の関連施策を体系的・総合的に
進めます。

○　様々な主体による環境学習が効果的かつ適切に実施されるよう「滋賀県環境学習支援
センター」の運営を通じ、環境学習に関する情報や交流の機会の提供、指導者の育成な
どを行います。

第１節　持続可能な滋賀社会の構築に向けた人育ち・人育て

◇「低炭素社会の実現」に向けて
●　自らの課題として地球温暖化問題をとらえられるよう、地球温暖化への理解と

認識を深めて、環境教育・環境学習を推進します。また、環境配慮行動の効果が
見えるような仕組みを組み合わせて、省資源・省エネルギーをはじめとする環境
保全のための具体的行動の実践へとつなげ、低炭素社会の実現を図ります。

◇「琵琶湖環境の再生」に向けて
●　琵琶湖をはじめとする豊かな自然環境、地域固有の伝統文化や歴史などの素材、

地域の人材を活かした環境教育・環境学習の推進により、自分たちの地域環境は
自分たちで良くしていこうという気運を高めていくことで、琵琶湖環境の再生を
図ります。
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○　地域の特性を活かした多様な環境学習の機会の充実や取組の広がりを図るため、地域
で環境学習を担う様々な主体の交流や連携の仕組みづくりを進めます。

○　環境学習を教育課程に位置づけ、滋賀県の豊かな自然や身近な環境を通じて、人間の
活動と環境の関わりについて理解を深め、環境を大切にする心や実践的な態度、資質・
能力を育成するとともに、環境に関する教員の研修に努めます。

○　環境をはじめとする地域課題について継続的・段階的に学ぶ機会づくりに取り組みま
す。

○　びわ湖フローティングスクールでの「びわ湖環境学習」（うみのこ）、森づくり体験な
どの「森林環境学習」（やまのこ）、農業体験学習において、体験的に学ぶ環境教育を推
進します。

○　自然観察会や川、水辺に関する体験型環境学習の機会とともに、博物館などを利用し
た体験や学習の機会を充実します。

○　琵琶湖をはじめとした滋賀の環境保全や保護に対する理解を深めるため、エコツーリ
ズムを推進します。

４　数値指標

関　連　指　標　 単位 実績 実績
年度

H22 年 度
中 期 目 標

H25 年 度
目 標

環境学習企画サポート件数 ( 累計） 件 496 H19 1,200 1,900

びわ湖フローティングスクール（うみのこ）
事業実施学校数 校 全小学校 H19 全小学校 全小学校

森林環境学習（やまのこ）
事業実施学校数 校 115 H19 全小学校 全小学校
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１　目指すべき将来（2030年頃）の姿
○　誰もが地域社会の一員として、互いの価値観を尊重しながら、地域活動やボランティ

ア・ＮＰＯ活動に積極的に参加しています。
○　全産業が環境に配慮しながら発展し、事業や生産、流通の現場では高効率で低炭素型

の施設や設備が導入されています。
○　環境こだわり農業が、県農業のスタンダ−ドとして定着しています。また、安全で高

品質な近江米、近江牛、近江茶などが地域ブランドとして確立するとともに、県産物へ
のニーズの高まりに対応し地産地消が進み、農業が魅力豊かな産業として発展していま
す。

○　森林資源が見直され、住宅や学校などの公共施設でも木材が使用され、県産木材の県
内消費が進んでいます。

○　自家用車に頼らず、バスや自転車などにより、身近な移動が手軽にできるよう交通環
境が整っています。

○　適正な規模と形態でコンパクトなまちづくり（都市機能の集約化）が進んでおり、住
民が交わる機会が増え、地域の課題を自分たちで解決する気運が高まっています。

○　企業や大学、研究機関が連携し環境に関わる試験研究や技術開発を展開するとともに、
豊富で質の高い人材を育成しています。

２　現行施策の評価と課題
環境保全活動を行う住民主体の組織体制が整備され、河川流域単位などで地域の特性を活

かした取組が展開されていますが、こうした活動が自立した運営となるよう、今後も支援し
ていく必要があります。　　　　　　　　　　

事業所の環境マネジメントシステムの導入は、全国的にも高い水準にありますが、環境に
配慮した経済活動が一層推進されるためには、導入が進んでいない中小事業者への環境マネ
ジメントシステムの普及を促進する必要があります。

環境こだわり農産物の栽培面積が大きく増加するなど、環境と調和した農業への転換が進
んでいますが、地産地消を推進する上では、さらに生産を拡大する必要があります。

琵琶湖環境科学研究センターや琵琶湖博物館などでは、琵琶湖をはじめとする滋賀の環境
に関する総合的な試験研究や情報提供などを行っていますが、地球温暖化や琵琶湖流域での
環境変化に対応し、これまで以上に社会や行政のニーズに対応した試験研究を進めていく必
要があります。
　人口や産業活動の増大に伴う琵琶湖の自然環境への影響が懸念されることから、琵琶湖の
水質保全、水源のかん養、自然的環境・景観の保全に配慮した県土利用を図ることが重要と
なっています。

第２節　持続可能な滋賀社会の構築に向けた基盤づくり
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（１）地域との協働・住民参加
○　各種開発事業を対象に、計画策定の早い段階において環境保全側面や社会経済的必要

性を総合的に検討する戦略的環境アセスメント（ＳＥＡ）の制度について、国の動向を
踏まえながら検討を進めます。

○　「マザーレイク２１計画」に基づき、これまでの取組成果の点検・評価なども踏まえ
ながら、河川流域の住民や事業者などが主体となった身近な河川での環境保全活動を推
進します。

○　河川の特性と地域の風土・文化などに応じた、地域との協働、住民参加による河川整
備や維持管理を行うことにより、流域一体となった防災や環境保全の取組を推進します。

○　農村の土地、水、伝統、環境などの資源を良好な形でまるごと保全するため、田園の
自然環境や景観、農地・農業用水の保全など、地域ぐるみの共同活動を支援します。

○　環境保全に取り組む県民、地域団体、ＮＰＯ、事業者などの自主的な活動を支援する
とともに、これら多様な主体との協働の推進を図ります。

○　環境白書の発行による環境の状況や環境保全施策の報告および琵琶湖環境に関する一
元的な情報提供を行うなど積極的な環境情報の提供に努めます。

３　施策の方向

◇「低炭素社会の実現」に向けて
●　環境への負荷が少ない移動手段への転換、木材や農産物の地産地消の推進、環

境マネジメントシステムの普及などをまちづくりや地域経済の活性化に活かしな
がら、日常生活や事業活動における温室効果ガスを削減し、低炭素社会の実現を
図ります。

●　省エネルギー技術や新エネルギー技術を開発する産業を振興し、その技術を県
内で普及させることにより、温室効果ガスの削減につなげ、低炭素社会の実現を
図ります。

●　持続可能な社会への転換につながる方策や政策手段の調査研究を進め、各種規
制や誘導策など様々な政策手法を組み合わせた効果的な取組を検討することによ
り、低炭素社会の実現につなげます。

◇「琵琶湖環境の再生」に向けて
●　積極的な環境情報の提供や地域住民などとの協働により環境保全活動を促進す

ることで、琵琶湖環境の再生を図ります。
●　環境への負荷削減技術を用いた農産物の栽培の普及や、水質汚濁防止関連の技

術開発の振興とその成果の普及により、琵琶湖環境の再生を図ります。
●　琵琶湖環境に関する様々な問題に対応するため、琵琶湖環境科学研究センター

や琵琶湖博物館をはじめ各試験研究機関は、より緊密な連携を図り、琵琶湖環境
の再生につなげます。
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（２）環境と調和した産業・まちづくりへの転換
○　地球規模での環境変化や琵琶湖流域での環境変化に対応し、持続可能に発展していく

ため、「持続可能な滋賀社会ビジョン」に基づき、長期的視点による施策を展開します。
○　企業の取組を支援しつつ、「びわ湖環境ビジネスメッセ」の開催による販路開拓や情

報交流によって環境調和型産業への転換を図ります。
○　企業や大学、研究機関が連携し環境に関わる試験研究や技術開発を展開するため、省

エネルギー・新エネルギー技術や水質汚濁防止技術などの環境分野の戦略的技術開発や
製品開発に活発に取り組む環境産業の産業集積を目指します。

○　エコアクション２１など、事業者が取り組みやすい環境マネジメントシステムの普及
を図るため、普及促進を行うＮＰＯなどの活動を支援します。

○　環境こだわり農業が県農業のスタンダードとなるよう推進するとともに、県産農水産
物が県民の目に見え、選んで買ってもらえるような総合的なＰＲ活動を展開します。

○　飼料自給率の向上により輸送エネルギーの削減を進めるため、県内産飼料の生産拡大
を図ります。

○　県産木材の利用拡大を進めるため、安定供給体制の確立を図ります。
○　県産木材の活用や省エネルギー化などによる環境に配慮した住宅の普及促進を図りま

す。
○　鉄道やバスなどの公共交通機関と湖上交通や自転車・徒歩の組み合わせにより、自動

車に頼らなくても県内を移動することができる交通体系を整備し、エコ交通を進めます。
○　商店街の活性化に向けた取組について、地域の課題解決を目指す多様な主体の参画を

支援し、にぎわいのまちづくりを推進します。
○　自動車に頼らないまちづくりや地産地消の推進など、低炭素社会の実現に向けて積極

的に取り組む市町を支援します。
○　持続可能な滋賀社会への転換につながる有効な方策や、制度的・経済的手法について

研究を進めます。
○　グリーン購入の推進などにより、生活様式や業務形態の省資源・循環型への転換を進

めます。
○　県庁のあらゆる分野において、省エネや環境配慮行動を実践するなど、持続可能な社

会づくりに向けた率先行動に努めます。

（３）調査・研究の推進と成果の活用
○　琵琶湖環境科学研究センターでは、琵琶湖と滋賀県の環境を継続的に観察・監視する

とともに、持続可能な滋賀社会の構築、琵琶湖と流域の水質・生態系の保全・再生、環
境リスク低減のための実態把握の３つの基本的課題を踏まえ、直面する様々な環境問題
に対して、科学的側面から課題解決を図るため、科学的知見を集約し総合解析すること
により、政策提言を行います。

○　琵琶湖博物館では、琵琶湖地域の自然、歴史、暮らしの研究・調査を総合的に進める
とともに、その成果を活用し、人びとが地域の調査活動に参加したり、あるいは研究活
動を自ら行うことができるよう支援します。
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○　琵琶湖環境科学研究センターや琵琶湖博物館をはじめ、県の試験研究機関の知見を社
会に還元し、県民の環境保全活動を科学的・技術的側面から支援することで、地域への
貢献を図っていきます。

○　琵琶湖環境に関する研究を効果的・効率的に進めるため、琵琶湖環境科学研究セン
ター、琵琶湖博物館、県立大学などの機能統合についての検討を行います。

○　海外技術研修員の受け入れや、国際湖沼環境委員会（ＩＬＥＣ）、国連環境計画国際
環境技術センター（ＵＮＥＰ−ＩＥＴＣ）などの国際機関との協調や連携を積極的に図
りながら、琵琶湖に関する技術や経験の発信を通じて、世界の水問題に貢献します。

４　数値指標

関　連　指　標　 単位 実績 実績
年度

H22 年 度
中 期 目 標

H25 年 度
目 標

びわ湖環境ビジネスメッセにおける
有効商談件数（累計） 件 28,628 H19 38,328 47,028

環境こだわり農産物栽培面積 ｈａ 10,367 H19 12,000 12,000 以上
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１　目指すべき将来（2030年頃）の姿
○　県内の温室効果ガスの排出量は半減されているとともに、世界中で削減の取組が進展

しており、地球全体で温暖化は抑制基調にあります。
○　全産業が環境に配慮しながら発展し、事業や生産、流通の現場では高効率で低炭素型

の施設や設備が導入されています。
○　高品質、高効率、長寿命の電器製品や給湯器などが普及するとともに、省エネルギー

行動やグリーン購入が、ほぼすべての家庭・オフィスに定着しており、環境への負担が
少ないライフスタイルが実践されています。

○　高断熱仕様やＩＴを活用したＨＥＭＳ（ホームエナジーマネジメントシステム）を導
入した住宅や、太陽光や県産木材、バイオマスなど自然の仕組みや地域の資源を活用し
た住宅が、新築・リフォーム・住み替え時に選択され、省エネで快適な生活空間が実現
しています。

○　再生可能エネルギーの活用、身近な公共交通手段を組み合わせた環境負荷の低い交通
体系など、温室効果ガスの排出を抑制する省エネ・省資源型社会への転換が進んでいま
す。

○　農林水産業による適切な利用によって農地や森林の多面的機能などが持続的に発揮さ
れています。

２　現行施策の評価と課題
県では、「滋賀県地球温暖化対策推進計画」を平成 18 年（2006 年）12 月に改定し、平成

22 年（2010 年）において県域における温室効果ガスの総排出量を平成 2 年（1990 年）比で９％
削減することを目標としました。この目標の達成を目指し、一定規模以上の事業者に大気環
境負荷低減計画の策定を求めるほか、地球温暖化防止活動推進員による地域での啓発活動の
推進やエコカーの普及を図るためのエコカーマイスターの養成などを実施してきました。

さらに、平成 20 年（2008 年）3 月には、2030 年（平成 42 年）に県の温室効果ガスの総
排出量を 1990 年（平成 2 年）比で半減するという目標を含む「持続可能な滋賀社会ビジョン」
を策定し、長期的な目標について県民や事業者などの各主体との共有を図ることとしました。

今後、低炭素社会の実現に向けて、温室効果ガスの削減につながる効果的な施策の展開を
図るため、世界や国の動向も踏まえながら、新たな仕組みづくり、制度づくりが必要です。

新エネルギー導入については、個人が設置した太陽光発電施設に対して余剰分の売電量に
応じて助成を行うモデル事業や、地域の特性に応じた新エネルギーの利用を推進するために、
産学官の連携による新エネルギーの研究や、バイオディーゼル燃料バスの実証試験を行って
きました。

今後、新エネルギー導入をさらに推進するために、様々な主体が参加しやすい仕組みや、
資金的な支援のみでなく新たな仕組みを構築していくことが必要です。

第３節　各分野別の環境施策の推進

１　地球温暖化対策
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（１）地球温暖化対策の推進
○　「滋賀県地球温暖化対策推進計画」に基づき、総合的かつ計画的に地球温暖化対策を

進めます。
○　温暖化対策の一層の推進を図るため、滋賀の特性に配慮した、新たな条例を含めた制

度設計の検討を行います。
○　2030 年（平成 42 年）までに県の温室効果ガスの排出量を 1990 年（平成 2 年）比で

半減するための工程表を作成します。
○　経済界との協働による「滋賀エコ・エコノミープロジェクト」により、経済発展と二

酸化炭素削減を同時に推進するための仕組みづくりと実践を行います。
○　家庭における温室効果ガス排出削減のため、企業などとの協働により、インターネッ

トを活用した「みるエコおうみ」プログラムの普及を図るほか、省エネルギー・省資源
行動の徹底、環境に配慮した自動車利用、住宅の省エネルギーや新エネルギーの導入、
地域や住宅の緑化、県産木材の利用促進、環境保全活動への参加などの取組を推進しま
す。

○　事業所における温室効果ガス排出削減のため、「滋賀県大気環境への負荷低減に関す
る条例」に基づく大気環境負荷低減のための自主管理計画の策定、省エネルギー・省資
源型の事業活動、新エネルギーの導入、ビルや工場などの省エネ化、環境に配慮した自
動車利用、緑の保全・創出などの取組を推進します。また、中小企業向け環境マネジメ
ントシステムの普及や効果的な実践事例の普及などを通じて事業者の二酸化炭素の総排
出量を削減するための取組を進めます。

３　施策の方向

◇「低炭素社会の実現」に向けて
●　最新の科学技術や伝統的知恵を活用し、事業活動やライフスタイルの転換を促

す仕組みづくりを通じて、省資源・省エネルギーの取組を定着・拡大させること
により、温室効果ガスの排出量が増加傾向にある「業務」、「家庭」の各部門や自
動車保有台数が増加している「運輸」部門についての排出削減を進め、低炭素社
会の実現を図ります。

●　効果の実感できる仕組みや経済的な誘導策など、様々な政策手法を組み合わせ、
県民、事業者、行政の各主体の温暖化対策の取組を確実に推進し、温室効果ガス
の排出削減を図るとともに、再生可能エネルギーの導入促進を通じて、新たなビ
ジネスチャンスも創出しながら、低炭素社会の実現を図ります。

●　国の経済危機対策などに基づく基金や交付金などを活用し、雇用促進や地域活
性化と併せた温室効果ガスの排出削減や新エネルギーの導入に関する事業を促進
し、低炭素社会の実現を図ります。

◇「琵琶湖環境の再生」に向けて
●　温室効果ガスの排出削減の取組を通じて、ライフスタイルや事業活動の省資源・

省エネルギー化を進め、琵琶湖へ流入する汚濁負荷の削減を図ります。



第3章

­—　42　­—

○　地球温暖化防止活動推進センターへの支援を通じ、地球温暖化防止活動推進員などに
よる地域での啓発活動や広報活動を進めます。

○　資源化されない廃棄物の排出量を削減することにより、廃棄物処理にかかる温室効果
ガスの発生を抑制します。

○　森林の持つ、二酸化炭素を吸収し、地球温暖化防止に貢献する働きを十分に発揮させ
るため、間伐などの適切な森林整備を推進します。

○　温暖化の影響評価、温暖化の緩和策（防止策）、および適応策という 3 つの視点から、
持続的な農業・水産業を目指します。

○　鉄道やバスなどの公共交通機関と湖上交通や自転車・徒歩の組み合わせにより、自動
車に頼らなくても県内を移動することができる交通体系を整備し、エコ交通を進めます。

（再掲）
○　県は、電気自動車やハイブリッド車などの低公害車を公用車として導入するとともに、

ＥＳＣＯ事業などの導入やグリーンオフィス滋賀の取組の推進、また、下水処理などに
おけるエネルギーの効率化などを図ることにより、事業者として自らの二酸化炭素排出
量削減に向けた率先行動に取り組みます。

（２）新エネルギーの導入の促進
○　「新エネルギー導入戦略プラン」（目標年度：平成 22 年（2010 年））の取組の総括、

評価を行い、今後の新エネルギー導入についての方針を検討します。
○　国の経済危機対策にかかるしくみを活用し、家庭に対する太陽光発電設備の導入を支

援します。
○　農村が持つ自然エネルギーを活用し、持続可能な農村社会の実現を目指して、既存水

利施設を利用した小水力発電施設の導入を進めます。

４　数値指標

関　連　指　標　 単位 実績 実績
年度

H22 年 度
中 期 目 標

H25 年 度
目 標

温室効果ガス排出量の削減率
（平成 2 年比） ％ 7.7 H18 9 9 以上

「みるエコおうみ」プログラム
取組世帯数 世帯 ー 50,000 50,000 を維持

県内での太陽光発電による
総発電容量 kw 17,402 H16 100,000 100,000 以上
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１　目指すべき将来（2030年頃）の姿
○　春夏秋冬の季節感が感じられ、美しい琵琶湖の風景や緑豊かな森林があります。
○　琵琶湖や流域河川では在来の魚貝類でにぎわい、生物多様性が確保されています。
○　琵琶湖と共存しながら、健全で持続的な生産活動が行われることにより、農地や森林

の持つ多面的機能が十分に発揮されています。
○　奥山、里地里山、琵琶湖などの野生動植物の生息・生育空間（ビオトープ）の保全・再生・

ネットワーク化が図られ、生物の多様性が確保されています。
○　県民が主役となって環境学習や環境保全活動、森林づくり活動などを県全体で展開し

ています。

２　現行施策の評価と課題
野生動植物との共生を目的とした「ふるさと滋賀の野生動植物との共生に関する条例」を

制定し、希少種の保護対策、外来種対策、有害鳥獣対策を推進するとともに、有害鳥獣につ
いては特定鳥獣保護管理計画も策定するなどして対策を進めていますが、依然として被害が
発生しています。

里山、田園、河川、水辺など様々な場所での生態系の保全・再生に向けた取組については、
琵琶湖における外来魚の推定生息量が減少するなど一定の成果を上げていますが、水草の大
量繁茂など新たな課題も顕在化しており、今後も取組を継続していく必要があります。

また、「琵琶湖森林づくり条例」に基づき、森林の多面的な機能が持続的に発揮されるよ
うに、環境重視と県民協働という視点に立った森林づくりを進めていますが、地球温暖化問
題への対応という面からも、二酸化炭素の吸収源となる森林の適正な管理が望まれています。

３　施策の方向

（１）自然環境の総合的保全
○　恵まれた自然を保全するため、「滋賀県自然環境保全条例」に基づき自然環境保全地

２　自然環境

◇「低炭素社会の実現」に向けて
●　県産木材の利用拡大や、県民などとの協働も活かした森林や里山の適正な管理

を通じて、森林の持つ二酸化炭素吸収源としての機能を充分に発揮させ、温室効
果ガスの削減を図ります。

◇「琵琶湖環境の再生」に向けて
●　人と自然の関わりの回復の視点を持って、内湖や砂浜、ヨシ群落など湖辺の生

態系を保全・再生し、琵琶湖固有の魚類などが生息・生育できる環境を整備する
ことにより、琵琶湖環境の再生を図ります。

●　森林や里山の適正な管理を進め、森林の持つ水源かん養機能や水質浄化機能を
高めることにより、琵琶湖の水質保全を図ります。
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域や緑地環境保全地域の指定を行います。また、植物や地質鉱物などで、学術的および
教育的に価値の高いものや地域に親しまれているものなどを次代に引き継いでいくた
め、自然記念物として指定します。

○　外来植物の侵入や植生の遷移、観光客の集中利用により自然環境の劣化が懸念される
伊吹山のお花畑について、自然環境の保全・再生に取り組みます。

○　自然公園において、優れた風景地の保護管理に努め、自然保護監視員による指導を行
います。

○　自然環境保全意識の普及啓発を図るため、県立朽木いきものふれあいの里センターや
県立三島池ビジターセンターなどを自然環境教育の拠点とし、自然観察会のプログラム
の充実などを行います。

○　湿地の賢明な利用を進めるため、ラムサール条約の登録湿地である琵琶湖との良好な
関わり方の情報発信などを行います。

○　「滋賀県琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例」に基づき、レジャーの面から
の琵琶湖への環境負荷の低減を目指します。

○　公共工事については、生物環境アドバイザーなどの指導を受けるなどにより、生物環
境に配慮した工事の実施に努めます。

○　湖辺の砂浜やヨシ原、松林などを保全するために、湖岸浸食の著しい砂浜の浸食防止
対策を実施します。また、人工湖岸を、現在の治水機能を確保しつつ、砂浜やヨシ原な
どの自然湖岸へと再生します。

○　河川の改修にあたっては多自然川づくりを基本とし、護岸は必要最小限として河畔林
や瀬・淵を保全するほか、自然な河床形状を保つなど、自然環境に配慮します。

○　農村の土地、水、伝統、環境などの資源を良好な形でまるごと保全するため、生物に
配慮した水田管理や水田に生息する生物の観察会の開催など、地域住民による豊かな田
園の生きものを育む取組を支援します。

○　コイ・フナ・ナマズなどが琵琶湖周辺の水田で産卵・生育できる環境の回復を目指し、
地域住民による魚道の整備などの取組を支援します。

（２）健全な生態系の保全・回復
○　「滋賀県ビオトープネットワーク長期構想」に基づき、野生動植物の個体の生育およ

び生育環境の保全、再生、ネットワーク化を推進します。
○　生物の多様性に富む、琵琶湖の湖辺に拡がる陸域と水域の推移帯（エコトーン）を中

心に、生物の生息・生育状況の把握や生態系のメカニズム解明に努め、健全な生態系の
保全・再生に活かします。

○　琵琶湖湖辺域の推移帯におけるビオトープネットワークを形成するため、その拠点と
してふさわしい早崎内湖の再生に向けた実施計画を作成します。

○　「滋賀県琵琶湖のヨシ群落の保全に関する条例」に基づき、琵琶湖のヨシ群落の健全
な育成を図ります。

○　琵琶湖において過剰に繁茂する水草を適切に刈り取ります。また、刈り取った水草の
利活用についての検討を進めます。

○　生態系の保全を図るため、琵琶湖および内湖などに生育する外来水生植物の実態把握
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や駆除などを行います。
○　「琵琶湖・淀川流域圏の再生計画」の「南湖再生プロジェクト」の一環として、国、

水資源機構、県など関係機関の連携を積極的に図りながら、南湖湖底の生物生息空間の
回復を目指します。

○　外来魚の駆除を実施するほか、「滋賀県琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例」
に基づき釣り上げた外来魚の再放流（リリース）禁止の定着に向けた取組を徹底し、琵
琶湖固有の魚類相の回復を目指します。また、継続的に在来魚の種苗放流を実施します。

○　「ふるさと滋賀の野生動植物との共生に関する条例」により、希少種の保護施策を推
進するとともに、在来の生態系をかく乱するおそれのある外来種の対策などを進め、生
物多様性の保全を図ります。また、県民との協働により野生生物の生息・生育状況の調
査を実施し、希少種の情報を記載した「滋賀県で大切にすべき野生生物」の生息・生育
情報の精度を高めます。

○　農林水産業への被害が深刻化しているニホンザル、ニホンジカ、ツキノワグマ、カワ
ウについては、特定鳥獣保護管理計画などに基づき、被害防止対策、生息環境の整備、
個体数管理を進めます。鳥獣による被害が生じた場合には、必要に応じ有害鳥獣の捕獲
を実施します。

○　野生動物の保護を進めるため、鳥獣保護区の設定などによる計画的な鳥獣保護と併せ
て、傷病鳥獣の治療やリハビリのための受け入れ体制の整備とボランティアの育成など
を実施します。

（３）みどりづくりの推進
○　森林、里山、田園、都市内緑地、河川、水辺などの多様な空間において、地域性に応

じた多様な生物が生息・生育する豊かな環境を創出・保全する多様なみどりづくりを推
進します。

○　森林の持つ多面的機能が持続的に発揮されるように、環境に配慮した森林づくりを進
めます。

○　県民が様々な場面で主体的に森林づくりへ参画できるよう、地域の活動団体による森
林づくりを支援します。また、琵琶湖森林づくり県民税の目的や使途など、森林づくり
に関する情報を積極的に発信します。

○　企業の社会貢献活動としての森林整備・保全活動を促すため、活動フィールドの情報
収集など、サポート体制の整備に努めます。

○　県立近江富士花緑公園や山門水源の森、きゃんせの森などの拠点施設を活用し、森林
づくりやみどりづくりの普及啓発に努めます。

○　「緑の募金」活動の推進により、豊かな生活環境を創造するための身近なみどりづく
りや、その普及啓発に努めます。

○　緑地保全地区や風致地区、歴史的風土保全制度の活用による緑地の保全、びわこ地球
市民の森などの公園・緑地の整備、緑の街路づくりを進めるとともに、宅地開発などに
おける現存樹林の保全などによるみどり空間の確保を図ります。

○　県産木材の利用拡大を進めるため、安定供給体制の確立を図ります。（再掲）
○　森林センターにおいて、森林づくりなどについての調査研究を行うとともに、その成

果や技術の普及啓発に努めます。
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４　数値指標

関　連　指　標　 単位 実績 実績
年度

H22 年 度
中 期 目 標

H25 年 度
目 標

希少野生動植物の
「生息・生育地保護区」の箇所数 箇所 2 H19 10 10

人工湖岸を再自然化した累計延長 ｍ 2,930 H19 3,800 3,800

外来魚の推定生息量 トン 1,600 H18 1,000 1,000 以下

県の鳥カイツブリの生息数 羽 629 ※１ 800 800

琵琶湖のヨシの面積 ｈａ 151 H14 159 159 以上

緑化されている道路の延長 ｋｍ 183.9 H18 200 240

都市公園面積（県民１人当たり） m2 8.1 H19 9.5 9.5

年間間伐実施面積 ｈａ 1,920 H15 2,600 2,600

※１）「県の鳥カイツブリの生息数」の基準年の欄の数字は H17 〜 H19 年度までの平均値
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１　目指すべき将来（2030年頃）の姿
○　春夏秋冬の季節感が感じられ、美しい琵琶湖の風景や緑豊かな森林があります。
○　琵琶湖と共存しながら、健全で持続的な生産活動が行われることにより、農地や森林

の持つ多面的機能が十分に発揮されています。
○　都市部では、住宅・商店などが集約されたり計画的な住宅立地が進むことにより、ま

とまったオープンスペースが生まれ、身近に自然と触れ合える緑地や親水空間が計画的
に配置されたり、家庭菜園が営まれるなど、快適な都市空間が実現しています。

○　農村部では、農業や林業の健全でかつ持続的な生産活動を通して豊かな県土が保全さ
れ、美しい田園・里山景観が維持されています。　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　歴史文化などを観光資源として活かしたまちづくりが進んでいます。

２　現行施策の評価と課題
「景観法」および「ふるさと滋賀の風景を守り育てる条例」に基づき景観形成の取組を推

進するとともに、「湖国風景づくり宣言」や「滋賀県景観計画」を策定し、琵琶湖を中心と
したひろがりとつながりのある景観形成を進めています。今後、景観行政団体となる市町が
増加していくと考えられることから、地域の特性に応じた景観形成を尊重しつつ、県土の一
体的な景観保全を図るため、県と関係市町との連携を十分に図っていく必要があります。

また、県内にある多くの貴重な文化財や伝統文化などを県民が身近に親しみ、潤いある生
活につなげるよう、積極的な保存と活用が求められています。

３　施策の方向

（１）湖国の景観の保全・創造
○　できるだけ多くの市町が景観行政団体となり、地域の特色に応じた景観行政に取り組

むよう、「景観法」の活用について、市町に対する啓発や研修に努めます。また、景観
行政団体協議会を設置し、県内の景観行政団体とともに琵琶湖の景観など広域的な課題
に取り組みます。

○　農村の土地、水、伝統、環境などの資源を良好な形でまるごと保全するため、レンゲ
やコスモスなどの景観作物の栽培や、伝統的な農法や施設の保全など、地域住民による
心なごむ田園景観を守り育てる取組を支援します。

○　地域住民との協力を図りながら、水辺や河川などの良好な環境の保全や、沿道の景観
づくりを進めます。

３　景観・歴史的環境

◇「琵琶湖環境の再生」に向けて
●　先人から受け継いだ美しい湖国の風景を守り育てていくことを通じて、健全な

生態系を確保することや、人の暮らしと琵琶湖の関わりを再生することにより、
琵琶湖環境の再生を図ります。

●　人と水が関わってきた歴史や文化を守り育てるとともに、学びに活かし、水と
共存することの大切さへの気づきを促すことで、琵琶湖環境の再生につなげます。
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（２）歴史的環境の保全
○　県内各地に所在する文化財の実態を把握し、今後の保存・活用を検討するための基礎

資料となる、各種の文化財調査を進めます。
○　身近な歴史環境の保全・活用の推進のために歴史的建造物などの保全を点から面へ広

げ、より豊かな歴史的環境の保全を図ります。
○　特に重要な史跡については公有化を進め、調査を行うことにより、地域住民が生活の

中で歴史、文化に触れる場として、広く活用を図ります。

４　数値指標

関　連　指　標　 単位 実績 実績
年度

H22 年 度
中 期 目 標

H25 年 度
目 標

景観行政団体となった市町の数 市町 7 H19 9 11

県指定 ( 選定）文化財の件数 件 375 H19 435 435

登録有形文化財の件数 件 249 H19 270 300
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１　目指すべき将来（2030年頃）の姿
○　琵琶湖で泳いだり、美しい水辺に集うなど、琵琶湖は人々が憩い、リフレッシュでき

る場として高い価値を保持しています。
○　農林水産業による適切な利用によって農地や森林の多面的機能などが持続的に発揮さ

れています。
○　快適で安全な生活に向けて、公園や下水道、交通環境の整備などのまちづくりや情報

通信技術の活用が進んでいます。

２　現行施策の評価と課題
生活排水対策や農業排水対策などを講じてきたことにより、琵琶湖への流入負荷量の削減

は進んでいます。今後は、これまでの取組に加えて、流入負荷量の削減による琵琶湖の水質
改善効果の検証を行うことや、ＢＯＤは減少しているにもかかわらず、同じ有機汚濁の指標
であるＣＯＤが増加傾向にあることの原因を解明することなどにより、水質と生態系を健全
な形で維持・再生していくための効果的な保全策に結びつけていく必要があります。

さらに、地球温暖化の進行が懸念される中、北湖深層部の低酸素化現象など、気候変動に
よる琵琶湖水質や生態系への影響を把握する必要があります。

また、水源かん養機能など森林の持つ機能を活かすために、除間伐を必要とする森林の整
備を重点的に進めています。しかし、林業の低迷により放置された森林が増加しており、環
境を重視した森林づくりを進める必要があります。

土壌・地下水汚染については、「水質汚濁防止法」や「土壌汚染対策法」に基づく調査の結果、
長期にわたる汚染の継続や新たな汚染が確認されており、これらの解消と新たな汚染の未然
防止に向けた取組を進める必要があります。

３　施策の方向

４　水・土壌環境

◇「低炭素社会の実現」に向けて
●　最新の省エネルギー技術を活用して水処理を進めるなど、琵琶湖への流入負荷

削減対策をより効率的に進めることにより、温室効果ガスの排出削減につなげ、
低炭素社会の実現を図ります。

●　間伐などの森林施業を適切に実施し、災害の防止や水源かん養の機能とともに
二酸化炭素吸収源として機能する森林を維持し、低炭素社会の実現を図ります。

◇「琵琶湖環境の再生」に向けて
●　農地や路面等の面源および事業場等の点源から琵琶湖へ流入する汚濁負荷の削

減対策等を推進し、水質保全を通じて琵琶湖環境の再生を図ります。
●　森林や農地を適正に整備・管理し、災害の防止や水源かん養の機能とあわせて

水質浄化機能を効果的に発揮させることで、琵琶湖環境の再生を図ります。
●　気候変動による琵琶湖の水質、水生生物、魚類、水収支等への影響を予測評価

し、適応策につなげていくことで、琵琶湖環境の再生を図ります。
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（１）水・土壌環境保全対策の推進
○　「湖沼水質保全対策特別措置法」に基づく「琵琶湖に係る湖沼水質保全計画」の着実

な推進に努めます。
○　琵琶湖の水質汚濁メカニズム解明調査を継続的に実施し、琵琶湖総合保全学術委員会

において琵琶湖再生の方向性や琵琶湖再生調査についての検討を行います。
○　北湖深層部の低酸素化に関する実態把握と生態系や水質への影響把握を、琵琶湖環境

科学研究センターの中期計画に位置づけ、定期的に調査を行い実態の把握などに努めま
す。

○　下水道の整備促進と各戸への接続率を向上させるとともに、効率的な下水処理を行い、
流入河川や琵琶湖への汚濁負荷を削減します。また、下水処理にかかるエネルギー効率
の向上にも努めます。

○　合併処理浄化槽については、生活排水を早期かつ適正に処理するため、下水道などの
整備計画のない地域や下水道などの供用開始が長期間見込まれていない地域において整
備促進を図ります。

○　事業場などの点源からの排水に対し、引き続き監視・指導を行い、適正な自主管理に
よる排出抑制を推進します。

○　雨水幹線整備事業などにより、市街地や道路などの面源から、降雨に伴って流出する
汚濁負荷の抑制に努めます。

○　「滋賀県琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例」に基づき、従来型 2 サイクル
エンジンの使用を禁止し、プレジャーボートの排気ガスによる水質への影響を低減しま
す。

○　環境こだわり農業を推進し、栄養塩類、濁水、農薬成分の流出負荷量の低減を図ります。
○　農業集落排水の適正な管理や高度処理により、琵琶湖への汚濁負荷の削減を進めます。
○　農村の土地、水、伝統、環境などの資源をまるごと保全するため、田園の自然環境や

景観、農地・農業用水の保全など、地域ぐるみの共同活動を支援し、水田からの負荷削
減を実現します。

○　農地から流出する汚濁負荷を削減するため、循環かんがい施設や反復利用施設、浄化
施設の整備など、再利用対策や発生源対策を進めるとともに、その適正な運用、維持管
理のための仕組みづくりに取り組みます。

○　琵琶湖への汚濁負荷を削減するために、流入河川対策や底質改善対策を実施します。
○　県内の地下水汚染の状況を監視するため、毎年度、地下水質測定計画を策定し、計画

に基づく調査を継続的に実施します。
○　平成 20 年 (2008 年 ) に施行した改正滋賀県公害防止条例に基づき、地下水汚染の未然

防止や早期発見と改善、土壌汚染の改善に努めます。

（２）水源かん養対策の推進
○　洪水や渇水を緩和し、水質を保全する機能を持つ森林や農地などを保全します。
○　強雨時の土壌流出などにより、保水機能や水質浄化機能が低下することを防ぐため、

県土を保全する砂防事業の推進により、土壌層の安定化を図ります。
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４　数値指標

関　連　指　標　 単位 実績 実績
年度

H22 年 度
中 期 目 標

H25 年 度
目 標

県内主要河川の水質目標の達成率 ％ 79 H19 100 100

琵琶湖の透明度 ｍ 7.5 ※ 1 H19 7.2 7.2

琵琶湖の水質

　（ＣＯＤ）北湖 mg/L 2.6 H17
※ 2 2.6 2.6 以下

　　　　　　南湖 mg/L 3.2 H17
※ 2 3.1 3.1 以下

　（Ｔ−Ｎ）北湖 mg/L 0.32 H17
※ 2 0.30 0.30 以下

　　　　　　南湖 mg/L 0.36 H17
※ 2 0.33 0.33 以下

　（Ｔ−Ｐ）南湖 mg/L 0.018 H17
※ 2 0.018 0.018 以下

琵琶湖のプランクトンの異常発生
日数と水域数

　（アオコ）
日数 5 H19 0 0

水域 3 H19 0 0

　（淡水赤潮）
日数 0 H19 0 0

水域 0 H19 0 0

琵琶湖の水泳場の「快適」ランクの
箇所数 箇所 7 H19 10 10

下水道を利用できる県民の割合 ％ 83.5 H19 85 85 以上

年間間伐実施面積（再掲） ｈａ 1,920 H15 2,600 2,600

整備を必要とする農業集落
排水処理施設に対する整備割合 ％ 97.3 H18 98.2 98.7

事業場排水基準遵守率 ％ 95 H19 100 100

プレジャーボートの環境対策型
エンジンの使用率 ％ 29 H18 100 100

流域単位での農業排水対策の面積 ｈａ 14,036 H18 16,800 16,800

※１）「琵琶湖の透明度」は、比較的経年変動が大きく、６．１ｍ（H16 年度）、６．８ｍ（H17 年
度）、７．７ｍ（H18 年度）、７．５ｍ（H19 年度）、６．８ｍ（H20 年度）と推移している。
※２）「琵琶湖の水質」は、目標値設定の基となっている「第５期琵琶湖に係る湖沼水質保全計画」（平
成１８〜２２年度）における基準年である平成１７年度の実績値を示している。
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１　目指すべき将来（2030年頃）の姿
○　琵琶湖と共存しながら、健全で持続的な生産活動が行われることにより、農地や森林

の持つ多面的機能が十分に発揮されています。
○　公共交通や自転車歩行者道の基盤整備により、バス・鉄道などの利用者が増え、自動

車利用が減ることにより、誰にとっても、安全でゆとりある、まちづくりが進んでいます。
○　快適で安全な生活に向けて、公園や下水道、交通環境の整備などのまちづくりや情報

通信技術の活用が進んでいます。
○　自家用車だけに頼らず、鉄道やバス、乗り合いタクシーなどの公共交通機関などによ

り、身近な移動が可能になっています。

２　現行施策の評価と課題
滋賀県の大気汚染の状況は、二酸化いおう、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質（Ｓ

ＰＭ）については、全ての測定地点で環境基準を達成していますが、光化学オキシダントは
環境基準が達成されておらず、近年は毎年、光化学スモッグ注意報が発令されています。今
後は大気環境について、シミュレーションの実施や大気自動測定局の適正配置の検討などを
行い、大気状況の面的把握を行う必要があります。

また、「びわこ横断エコバス」の運行や ｢鉄道版エコ交通モデル」の確立に向けた各地域
の取組により、エコ交通に対する理解と気運を作り出すことに取り組みました。今後は交通
事業者 ･ 関係団体 ･ 関係市町などとの連携を強化し、継続的・多角的な取組を展開していく
必要があります。

ＰＲＴＲ法に基づく化学物質の排出量は、年々低下傾向はみられるものの、事業所からの
届出排出量は、全国の約 2.0％と、工業県である本県の特性を反映し、面積や人口規模から
すると比較的多い傾向にあります。このため、事業場などにおける化学物質の適正な管理の
促進などにより、環境中に放出される化学物質量を削減する必要があります。

３　施策の方向

５　大気・化学物質・その他の快適環境

◇「低炭素社会の実現」に向けて
●　環境負荷を小さくする技術や機器、施設の導入などにより、工場や事業場にお

ける大気汚染物質削減と温室効果ガスの削減を一体的に進め、低炭素社会の実現
を図ります。

●　自動車利用から公共交通機関や自転車への利用転換が、利用者にとってメリッ
トとなるような仕組みづくりを通じて低炭素社会の実現を図ります。

◇「琵琶湖環境の再生」に向けて
●　工場や事業場における大気汚染物質削減や化学物質などの適正な管理を促進す

ることにより、降雨などを経由した琵琶湖への負荷を削減し、琵琶湖環境の再生
を図ります。
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（１）大気環境保全対策の推進
○　滋賀県の大気状況について監視を継続し、面的把握を行い、良好な大気環境の確保に

つなげます。
○　大気環境中の有害大気汚染物質やアスベストについて定期的な監視を実施します。
○　工場や事業場からの排出ガスなどに対し、引き続き監視・指導を実施し、適正な自主

管理による排出抑制を進め、大気環境の保全を図ります。
○　「滋賀県大気環境への負荷の低減に関する条例」に基づき、工場・事業場に対しばい

煙や有害大気汚染物質の排出量低減を図る自主管理計画の策定や継続的実行を支援し、
事業活動に伴う大気環境の負荷を低減します。

○　鉄道やバスなどの公共交通機関と湖上交通や自転車・徒歩の組み合わせにより、自動
車に頼らなくても県内を移動することができる交通体系を整備し、エコ交通を進めます。
( 再掲 )

○　道路整備などを実施することにより、交通渋滞を緩和し大気環境保全につなげます。

（２）化学物質対策の推進
○　化学物質の有害性や環境中の存在に関する情報、ＰＲＴＲ法に基づく排出量の情報な

どにより環境リスクを把握し、施策効果を検証するためにモニタリングを実施します。

（３）その他快適な生活環境保全の推進
○　騒音、振動、悪臭対策の推進に向けて、土地利用や生活の実態に合わせた規制地域の

指定を行うとともに、規制事務を所管する市町に対する支援を行います。
○　「滋賀県琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例」に基づき、プレジャーボート

の航行規制水域の指定を行い、プレジャーボートの騒音から生活環境を守ります。

４　数値指標

関　連　指　標　 単位 実績 実績
年度

H22 年 度
中 期 目 標

H25 年 度
目 標

二酸化窒素、浮遊粒子状物質に
係る環境基準達成率 ％ 100 H19 100 100

各駅の１日あたり乗車人数の合計 千人 343.4 H18 349.0 349.0 以上

市街地における混雑時の自動車の
平均速度 km/h 25.1 H17 30.0 30.0 以上

主要渋滞ポイント数 箇所 9 H19 5 4

プレジャーボートによる騒音被害
に関する苦情件数 件 33 H19 15 15
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１　目指すべき将来（2030年頃）の姿
○　省エネルギー行動やグリーン購入がほぼすべての家庭・オフィスに普及しており、環

境への負担が少ないライフスタイルが定着しています。
○　資材の調達・加工・流通・消費が地域内で循環する割合が高まるとともに、コミュニ

ティビジネスなど地域に密着した事業が活発となっています。
○　資源・分別回収が徹底されています。また、農村部を中心に生ごみの資源化が定着し

ています。
○　廃棄物の発生の抑制と資源化の仕組みが確立し、資源循環を進めています。

２　現行施策の評価と課題
一般廃棄物については、県民 1 人が 1 日に出すごみの量はここ数年微減傾向にありますが、

当面は人口増に伴う総排出量の増加が懸念されます。また、リサイクルも一定進んではいる
ものの、大きくは進展していません。

一方、産業廃棄物については、「産業廃棄物税条例」の施行や、リサイクル製品の認定制度、
資源化情報サイトの開設など資源の有効利用の支援施策を実施してきたところ、事業者の自
主的なゼロ・エミッションの取組や廃棄物のエネルギー利用が進んだこともあり、資源化さ
れない産業廃棄物の量は大きく減少してきています。また、下水道の進捗に伴い汚泥の増加
が見込まれますが、引き続きエネルギー利用も含めた有効利用を推進していく必要がありま
す。

新たな不法投棄など不適正処理件数は年々減少傾向にあり、新規に発生した事案がその発
見年度内に解決できた率（新規事案の年度内解決率）も向上しているものの、現在も年間
200 件あまりの新規案件の発生がみられます。

今後、さらなる循環型社会の構築を目指して、廃棄物の３Ｒの取組を一層推進するととも
に、廃棄物の不法投棄など不適正処理の未然防止や早期改善に向け適切に対応していく必要
があります。

３　施策の方向

◇「低炭素社会の実現」に向けて
●　廃棄物の３Ｒの取組を進め、廃棄物の処理に必要なエネルギー使用を削減する

こと、廃棄物をエネルギーとして再利用することなどにより、温室効果ガスの排
出量の抑制を図り、低炭素社会の実現を目指します。

◇「琵琶湖環境の再生」に向けて
●　ごみのポイ捨てや不法投棄など、不適正処理の未然防止や早期改善に取り組む

ことにより、快適な琵琶湖環境の維持を図ります。

６　廃棄物・資源循環
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（１）３Ｒの推進
○　滋賀県リサイクル製品認定制度による認定製品（ビワクルエコ製品）の周知や長く使

えるものを選ぶなど、グリーン購入の啓発などにより、廃棄物の排出削減を図ります。
○　各種リサイクル法令の運用や、排出事業者、処理業者、市町などでの資源化処理の推

進により、発生後の廃棄物の資源化を進めます。
○　農村地域に多量に存在している、もみ殻、家畜ふん尿、生ごみ、集落排水汚泥など生

物由来の有機性資源 ( バイオマス ) を、たい肥やエネルギーなどとして利活用する資源
循環型の農村社会の構築を進めます。

○　公共施設の適切な維持管理による長寿命化を図り、建築工事廃棄物の発生抑制に努め
ます。

（２）廃棄物の適正処理の確保
○　廃棄物の適正処理のために必要となる処理施設が確保されるよう、排出事業者、処理

業者、市町などによる主体的な整備を進めます。
○　産業廃棄物排出事業者や処分業者などへの適正処理にかかる指導を徹底し、生活環境

の保全を図ります。
○　「滋賀県ごみの散乱防止に関する条例」によるごみのポイ捨て禁止などの主旨の徹底

と、美化活動の推進により、美しい湖国づくりを行います。
○　県民が安心して暮らせる環境を確保するため、不法投棄に対しては、未然防止対策・

監視通報体制強化・原状回復対策を推進します。
○　地下水汚染などの生活環境保全上の支障およびそのおそれが生じているＲＤ最終処分

場問題の早期解決を図ります。

４　数値指標

関　連　指　標　 単位 実績 実績
年度

H22 年 度
中 期 目 標

H25 年 度
目 標

県民１人が１日に出すごみの量 ｇ 948 H18 900 900 以下
※ 1

１年間に出る資源化されない
産業廃棄物の量 千トン 240 H18 200 200 を維持

※ 1

１年間に出る資源化されない
一般廃棄物の量 千トン 367 H18 210 210 を維持

※ 1

不法投棄など産廃不適正処理事案
新規分年度内解決率 ％ 71 ※ 2 80 80

※１）「県民１人が 1 日に出すごみの量」、「１年間に出る資源化されない産業廃棄物の量」、「１年
間に出る資源化されない一般廃棄物の量」は、平成 22 年度に「第三次滋賀県廃棄物処理計画」の
策定を行い、平成 27 年度目標値を設定する予定
※２）「不法投棄など産廃不適正処理事案新規分年度内解決率」の実績の数値は、H14 年度〜
H18 年度の平均値



第4章
重点プロジェクト

　第４章では、第３章で方向付けた施策の中から、長

期的な目標の実現に向けて、特に重点的に取り組む施

策 (群 ) を、重点プロジェクトとして示します。
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１　低炭素社会の実現
低炭素社会の実現には、国による社会経済制度の大胆な転換やエネルギー供給事業者をは

じめとする大規模排出事業者の削減取組が不可欠ですが、ここでは、家庭、地域、県域を対
象に地産地消やまちづくりなど地域活性化の視点に配慮した取組をプロジェクトとして掲げ
ます。

２　琵琶湖環境の再生
琵琶湖環境の再生には、森林の適正な管理、下水道などの排水処理対策、市街地や農地の

面源負荷対策など流域全体での継続的な取組が必要ですが、ここでは、「琵琶湖と暮らしの
関わりの再生」、「琵琶湖流域生態系の保全・再生」、「水環境の保全」という視点から琵琶湖
環境の再生につながる新たな取組をプロジェクトとして掲げます。これらのプロジェクトは、
マザーレイク２１計画（第２期計画）においてさらに具体化される予定です。

１　「みるエコおうみ」プロジェクト
２　「しが炭素基金」プロジェクト
３　「農産物の地産地消の確立」プロジェクト
４　「県産木材の利用促進」プロジェクト
５　「持続可能な交通システム」プロジェクト
６　「わが家もソーラー発電所」プロジェクト

７　「琵琶湖と暮らしの関わり再生」プロジェクト
８　「琵琶湖の生きものにぎわい再生」プロジェクト
９　「水環境の保全」プロジェクト

[ 事業内容の表の凡例 ]
○事業名および事業概要の欄：計画期間中に実施する事業名および事業概要を記述しています。
○現状および事業展開の欄
・黒丸印（●）：事業の実施内容を記述しています。
・矢　印（→）：事業の実施期間（事業の始期および継続期間）を表しています。

（なお、平成 20 年度以前から実施していた事業については、平成 20 年度か
ら矢印が始まっています。）

・事業目標：事業期間で何をどこまで達成するのかを可能な限り数量で設定しています。



◯目標：初年度5,000家庭
◯期間：平成20年11月

参加家庭のメリット

民間企業

家庭

企業と協力

事業運営（県・委託業者）

１．CO2排出削減
行動がステイ
タスに

２．電気、ガスの
使用量削減に
より料金節約

３．協力企業によ
る特典享受

参加登録・取組の入力

ツール
の開発

（WEB上）

滋賀県
参加認定証の発行

↓
各家庭でCO２排出量の把握

◯取組実施者への
　特典提供依頼
◯環境貢献企業
　としてＰＲ
　（ホームページ上）

証明書
提　示

特　典
提　供

参加家庭への特典提供
（初年度特典提供期間　
　　　　　平成21年３月）

１．事業の運営コーディネイト
２．CO2削減プログラムの開発
　　換算、集計プログラム
　　　　　　　↓
　　省エネ行動の見える化
　　　　　　　↓
　　CO2排出削減量の把握
３．参加呼びかけ、PR等
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１　ねらい
家庭での二酸化炭素の削減効果の「見える化」を図り、温暖化問題を「自分ごと」とし

て意識できるよう、インターネット上で気軽に参加できる「みるエコおうみ」プログラム
の普及を図ります。

２　展開方向および事業内容
システムの改良を行うなど、プログラムの充実により参加者の拡大を図り、また市町の

同様の取組とも連携を図りながら、環境負荷の少ないライフスタイルへの転換を促進し、
家庭部門での二酸化炭素の着実な削減につなげます。

　１「みるエコおうみ」プロジェクト

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

「みるエコおうみ」プログラム推進事業

システム
運用開始

●システムの見直し

●市町、企業を通じた普及拡大

                　　●事業の評価

                　　●今後の展開検討

各家庭がインターネット上で環境に配慮し
た取組結果を入力し、その取組に対して企
業などから特典や割引が得られる仕組みを
つくり、家庭における二酸化炭素排出量の
削減の取組を推進する。

ＣＯ２削減プログラム取組世帯数　一世帯 50,000 世帯

「みるエコおうみ」プロジェクト



参加企業参加企業

低炭素化事業低炭素化事業

削減取組削減取組

新規事業創出新規事業創出

しが
炭素基金
しが

炭素基金

基金拠出

参加証

表彰＆助成

表　彰

（支　援）
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　２「しが炭素基金」プロジェクト

１　ねらい
経済発展と温室効果ガス削減を同時に達成するため、経済界と県が協働してカーボンオ

フセット制度を創設します。
※カーボンオフセットとは、市民、企業などの社会の構成員が、自らの温室効果ガスの排

出量を認識し、主体的にこれを削減する努力を行うとともに、削減が困難な部分の排出
量について、他の場所で排出削減・吸収を実現するプロジェクトや活動に資金提供する
ことなどによって、その全部または一部を相殺すること。

２　展開方向および事業内容
環境経済で県内の雇用創出と事業革新を牽引することを目的とした県と経済界が協働で

取り組む「滋賀エコ・エコノミープロジェクト」の一環として「しが炭素基金」を設置し、
カーボンオフセット制度を創設・運用します。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

滋賀エコ・エコノミープロジェクト推進事業
滋 賀 エ コ・
エコノミー
戦略本部の

設置
( Ｈ 19)

●排出量の調査                 

●基金の創設､ 事業実施

　　●カーボンオフセット制度の
　　　設計・試行

「しが炭素基金」を設置し、低炭素社会の
実現に資する新規事業への助成や温室効
果ガス削減の優良事例を表彰することによ
り、事業者の低炭素社会づくりへの理解
と 関 心 を 深 め る。　　　　　　　　　　     
　そして、事業者が県内の温室効果ガス削
減事業を活用してカーボンオフセットする
制度の運用につなげる。



第4章

­—　61　­—

　３「農産物の地産地消の確立」プロジェクト

１　ねらい
地場野菜の生産拡大と流通体制の整備により地産地消を進めるとともに、学校などでは、

地産地消とあわせて食品資源が地域循環する仕組みづくりを進めます。

２　展開方向および事業内容
（１）地場農産物の生産拡大と県内流通の促進

環境こだわり農産物をはじめとする地場野菜を県内消費者へ安定的に供給するため、生
産振興を図るとともに、県内量販店に向けた通年供給体制を整備します。また、県内農産
物の需要喚起を図ります。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

近江の園芸特産チャレンジャー事業 ●野菜の周年供給のための
　パイプハウス設置助成
●「近江の野菜」ブランド化の
　ための生産体制整備助成
●水田における野菜生産拡大のための
　省力化機械導入助成

県産農産物を安定供給するため、低コスト・
省力化技術の導入、栽培施設の整備による
生産拡大を図る。

野菜の作付面積（うち施設野菜の作付面積）
3,502ha(389ha)(H18) 4,000ha(400ha)

「近江の野菜」県内流通促進事業 ●流通システム構築のための協議会・
　調整会議開催を支援
●量販店でのＰＲ、産消交流会の開催
　を支援
●流通コンテナの導入を支援

環境こだわり野菜を中心とした県産野菜を
量販店へ
年間供給する県内流通システムを確立す
る。

県産野菜を年間供給する量販店数　４店舗 　５店舗

しがの農水産物マーケティング戦略推進事業 ●マーケティング戦略推進会議の開催
●「おいしが　うれしが」
　キャンペーンの実施県と県内の食品販売事業者などが協働し

て、県産農産物を定期的にクローズアップ
する取組（「おいしが　うれしが」キャン
ペーン）などを実施する。

地産地消推進店登録店舗数　526 店舗 300 店舗

滋賀県の「顔」となり、県民が愛着心を抱
くような農産物を育成する。

●滋賀の「顔」となる農産物の育成

にぎわいのまちづくり総合支援事業
（地産地消こだわり支援）

●事業経費の一部を補助
商店街の空き店舗活用による地元野菜の直
売店舗の整備などを支援する。
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（２）食品資源が地域循環する地産地消モデルの推進
学校給食などへの安定的な地場農産物供給体制とあわせて、食品資源を活用した地域循

環の仕組みづくりを進めます。さらに、地場農産物の学校給食への活用を通じて食育を推
進します。

（３）飼料の地産地消の推進
休耕田などを活用した家畜飼料の自給拡大を図ります。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

地場農産物が支える学校給食推進モデル事業 ●学校給食地場農産物供給促進会議
　設置を支援

●食育農園設置を支援生産者と学校給食関係者が連携して、食育
農園の設置を進め、学校給食へ地場農産物
を供給する地域モデルを構築する。

地域モデルの設置数−か所 ６か所 ( 野菜品目数 ４品目 )

栄養教諭を中核とした食育推進事業

●研究指定校の支援地場農産物が支える学校給食推進モデル事
業の対象市町（地域）の学校を研究指定校
に指定し、地場農産物を活用した食育を推
進する。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

飼料自給率向上対策事業
●戦略会議の開催

●飼料イネ生産者・集団への助成

●飼料用米利用のモデル実証

水田特化型の本県の特徴を活かして、稲発
酵粗飼料や飼料用米の生産拡大による飼料
自給率の向上を図り、輸入飼料の輸送に係
るエネルギー消費の削減と畜産経営の安定
を図る。

稲発酵粗飼料作付面積　98ha(H19) 220ha　



第4章

­—　63　­—

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

県産木材生産体制整備支援事業 ●施業プランナー、高性能林業機械
　オペレーターの育成

●高性能林業機械導入支援

●搬出路開設支援

施業の集約化および低コスト施業をモデル
的に実施し、森林組合などの経営力や技術
力を高めるとともに、モデル地域の成果を
周辺森林へ波及させる。

地域モデルの設置数　−か所 ７か所

県産木材流通拠点整備支援事業 ●経営技術者育成    
●調査・検討・体制整備   
 

               ●流通拠点施設の運営支援
県産木材の安定供給に不可欠な流通拠点の
整備に向けた支援および拠点稼働（平成
23 年度予定）後に必要な運営支援を行う。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

滋賀らしい環境こだわり住宅推進事業

登録制度の
構築

●研修会や住宅見学会の開催を支援

●つくり手ネットワークグループ
　登録制度の周知を支援

県民や事業者、技術者を対象とした木造住
宅についての研修会や住宅見学会などの開
催を支援する。

木造住宅のつくり手である設計者、大工・
工務店、木材供給者のネットワークづくり
を支援する。

未来へつなぐ木の良さ体感事業 ●事業の見直しを検討                 

●つくり手への新たな支援の実施   木の良さを体感する機会を県民に提供する
ことで、びわ湖材の積極的な利用を普及啓
発する。

木材自給率　26％ 35％　

　４「県産木材の利用促進」プロジェクト

１　ねらい
森林資源の循環利用を促進するため、県産木材の生産流通体制を整備するとともに、県

産木材を活用した良質な木造住宅の普及促進を通じて、木材の地産地消を推進します。

２　展開方向および事業内容
（１）県産木材の生産流通体制の整備

適期に適切な森林整備を推進するため、県産木材の生産流通体制を整備します。

（２）県産木材の利用拡大
良質な木造住宅のつくり手や住まい手・利用者への支援、公共施設などでの県産木材の

利用を通じて、消費の拡大を図ります。
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事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

滋賀県産木材利用指針の見直し ●指針の見直しに向けた検討

　　　　　　　●指針の運用
公共施設などでの県産木材の利用を促進す
るため、木造・木質化する場合の「判断基準」
を明確にする。

県産木材の規格化の検討 ●県産材の規格化を検討
   
 

　　　　　　　●規格の運用
公共施設などの県産木材での木質化を推進
するため、壁、床などの内装材の規格の統
一を図る。
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　５「持続可能な交通システム」プロジェクト

１　ねらい
駅周辺や企業・事業所が集積した地域で、通勤や買い物の近距離のマイカー移動を自転

車やバスへ転換します。

２　展開方向および事業内容
（１）自転車利用の促進

市町と協働して、重点エリアを選定し、計画的かつ集中的に取組を実施することにより、
自転車利用の先導的な地域モデルを構築します。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

持続可能な滋賀社会づくり構想推進事業
（持続可能な滋賀の地域社会応援プロジェクト） ●自転車利用促進計画の策定を支援

●計画に基づく事業の実施を支援
意欲ある市町と県が協働して、低炭素社会
の実現に向けた取組をモデル的に実践す
る。

地域モデルの設置数　一地域 ４地域

＜モデル市町（地域）を支援する関連施策＞
（１）レンタサイクル整備・充実支援

市町が実施する駅などでのレンタサイクル
の整備・充実に対して支援する。

（２）自転車走行環境の整備

自転車走行帯の整備、危険箇所の点検・補
修など自転車走行環境を整備する。

（３）にぎわいのまちづくり総合支援事業
  （自転車利用拡大支援）　

●事業経費の一部を補助
商店街の空き店舗活用によるレンタサイク
ル施設の整備などを支援する。
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（２）バス利用の促進
企業や地域において、マイカー通勤の削減やバス運行の活性化を交通事業者や関係自治

体と協働して検討するとともに、モビリティ・マネジメントの実施によりマイカーからバ
ス利用への転換を促進します。

また、バス事業者などが行う利用促進のための取組を支援するとともに、ＰＴＰＳ（公
共車両優先システム）などのバス利用者の利便性を向上させるシステムの導入を検討しま
す。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

環境に配慮したクルマ利用モデル事業
●企業との協働によるマイカー通勤
　削減策等の検討

●検討結果の検証

企業や住民、交通事業者、関係自治体との
協働による、マイカー通勤の削減策やバス
の活性化策の検討に対して支援する。

モデル地域・企業数　２か所 　　　４か所

エコ交通推進啓発事業

●広報啓発を支援交通事業者、関係団体、関係市町などが連
携して実施する公共交通機関利用促進事業

（バス利用者への特典付与など）の広報啓
発に要する経費を支援する。

公共交通情報一元化システム導入検討

●導入検討鉄道、バスといった公共交通機関のダイヤ、
運賃、乗り継ぎ情報などをパソコンや携帯
電話から入手できるシステムの導入を検討
する。

ＰＴＰＳ導入検討

導入済
１路線 ●導入検討定時性の確保のための取組として、信号制

御などにより交差点でバスを優先通過させ
るシステム（ＰＴＰＳ）の導入を検討する。



第4章

­—　67　­—

６「わが家もソーラー発電所」プロジェクト

１　ねらい
温室効果ガスの排出量の増加が懸念されている家庭部門において、地球温暖化防止に寄

与することを目的として、一般住宅における太陽光発電設備の設置者に対する補助制度を
設けることなどにより、設置の促進を図ります。

２　展開方向および事業内容
一般住宅における太陽光発電設備の普及促進を図るため、国の経済危機対策にかかる仕

組みを活用した補助制度などによる支援を行います。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

住宅用太陽光発電導入支援対策事業
●太陽光発電施設設置補助（Ｈ 21）

　　　650 件

太陽光発電設備の普及促進を図るため、一
般住宅における太陽光発電設備の設置に対
して補助金を交付する。

住宅用太陽光導入・省エネグリーン化推進事業
　　●太陽光導入・省エネ改修等の支援

一般住宅において、太陽光発電設備の設置
と一定規模以上の省エネ・グリーン化改修
等を複合的に進めるための支援を行う。
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７「琵琶湖と暮らしの関わり再生」プロジェクト

１　ねらい
琵琶湖と暮らしの関わりの再生に向け、琵琶湖を意識した暮らしぶりの提案を行います。

２　展開方向および事業内容
暮らしが琵琶湖の水環境などに与える影響を明らかにすることにより、琵琶湖への負荷

削減を図る暮らしを提案します。また、県民が琵琶湖や川と関わる機会を増やすとともに、
琵琶湖についての環境情報の発信や環境学習の充実を図ります。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

暮らしと琵琶湖の水環境との関連調査 ●調査の実施

　　　　　　　　●啓発・周知

食べ物、日用品などについての分解性調査
を実施し、その結果をもとに暮らしの見直
しを提案することにより、各家庭での負荷
削減を図る。

琵琶湖との関わりの機会拡大の取組 ●湖魚料理の促進

●琵琶湖や川に出かける機会の拡大

●県民の参加機会の拡大
湖魚料理を食べる機会、琵琶湖や川と触れ
あい、遊ぶ機会、琵琶湖の保全に県民が参
加する機会を拡大する取組を推進する。

琵琶湖に関する情報提供と環境教育の推進 ●県ＨＰで琵琶湖の環境情報を発信

●環境教育、環境学習の充実県ホームページで琵琶湖の環境情報を発信
するとともに、大人を対象とした環境学習
および学校での環境教育の充実を図る。
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８「琵琶湖の生きものにぎわい再生」プロジェクト

１　ねらい
琵琶湖の在来の魚や貝を増やし、本来の生態系を回復するため、南湖の生きもの再生や

早崎内湖の再生を図ります。

２　展開方向および事業内容
（１）南湖の生きもの再生

かつて、ホンモロコやニゴロブナなどの産卵、生育の場として重要であった内湖につい
て、田んぼ、内湖、水路、琵琶湖との横断方向のつながりを確保し、生きもの再生に取り
組みます。

（２）早崎内湖の再生
先進性の高い早崎内湖の再生を進めることにより、今後の湖沼保全のモデルとして確立

します。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

南湖の生きもの再生事業 ●田んぼ遡上状況調査         

●候補地・手法の検討         

●遡上のための水路整備

琵琶湖と田んぼのつながりを再生させるた
め、水路・田んぼへの魚の遡上状況などの
調査や候補地域・手法などの検討を行うと
ともに、琵琶湖から田んぼへ魚が遡上する
ための水路などの整備を行う。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

早崎内湖再生事業

●実施計画の策定平成 20 年度以降、用地測量、地形測量、
文化財調査などを実施し、平成 22 年度ま
でに早崎内湖再生実施計画を策定する。
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９「水環境の保全」プロジェクト

１　ねらい
今後の効果的な琵琶湖の総合保全施策を進めるため、ＣＯＤが改善しない要因について

調査研究し、新たな有機汚濁指標なども含めた検討を進めます。

２　展開方向および事業内容
水質汚濁メカニズムの解明および水質シミュレーション（模擬実験）による難分解性有

機物の収支を把握することにより、効果的な有機物対策の実施や適切な水環境の指標策定
などにつなげます。

事　業　名 現状
（Ｈ 20）

事　業　の　展　開
（Ｈ 21 〜Ｈ 25）事　業　概　要

水質汚濁メカニズム解明調査 ●調査の実施   

        　　●対策の検討

                　　　　　●対策の実施

点源、面源などの流入負荷についての調査、
主要河川における難分解性有機物の変動の
把握調査、プランクトンなどによる内部生
産についての調査および水質シミュレー
ションによる有機物収支の把握を行う。



第5章
計画の円滑な推進

　第5章では、計画の円滑な推進を図るために配慮

すべき事項を示します。



ACTION
●　計画の改善・見直し

PLAN
●　環境総合計画の策定
●　毎年講じようとする施策の立案

DO
●　施策・事業の実施

CHECK
●　環境の状況、講じた施策の評価
●　環境白書等で公表
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１　関係諸計画への確実な位置付け
本計画に掲げた長期的な目標の実現に向けて、関係部局は連携を図るなど、総合的な視野

に立って施策を講じることが必要です。このため、環境関係の計画のみならず、土地利用、
産業振興、住宅政策、農林水産業政策、交通政策などに関する計画においても、本計画の長
期的な目標や施策の方向を反映させるものとします。

２　計画の進行管理・見直し
本計画の柔軟かつ適切な推進を図るため、「ＰＤＣＡ型行政運営システム（計画（ＰＬＡＮ）

−実施（ＤＯ）−評価（ＣＨＥＣＫ）−反映・見直し（ＡＣＴＩＯＮ））」によって進行管理
を行い、計画の継続的改善を図ります。

計画の点検・評価は、年度ごとに環境白書やホームページなどを活用して広く公表し、県
民、事業者などから意見・提言を求めます。

また、長期的な目標の進捗を測る適切な指標について検討を行います。

３　環境への配慮のための指針
県民、事業者、行政など各主体が、日常生活や事業活動において環境への負荷を低減する

役割を積極的に果たしていくため、環境配慮のための指針を定め、広く活用を図ります。
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本計画は「滋賀県行政に係る基本的な計画の策定等を議会の議決事件として定める条例」
第２条で規定される「基本計画」に該当していることから、同条例第３条の規定に基づき、
県議会の議決を経て改定を行いました。

平成２１年１２月１８日、県議会本会議において、次の附帯決議とともに可決されました。

　附帯決議
知事は、本計画の目標を効果的に達成するためには県民、事業者等の理解と協力が不可欠

であることにかんがみ、次の事項について適切な措置を講ずべきである。

１　本計画の趣旨については、温室効果ガス排出量削減目標を達成する場合の県民負担と
経済活動への影響を含め、県民、事業者等に対する十分な説明を行い、理解と協力が得
られるよう努めること。

２　温室効果ガス排出量削減目標を達成するための施策の実施に当たっては、本県産業の
競争力や雇用機会の確保に十分配慮するよう努めること。

３　その他本計画の目標を達成するための施策の実施に当たっては、本委員会での議論を
十分踏まえ、これを行うこと。

附帯決議
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用　　　語 用　語　解　説

数字 ２サイクルエンジン

内燃機関の一つ。内燃機関には 2 サイクルや 4 サイクルなどの方式があり、このうち 2 サイクル
エンジンは、その構造上、燃焼行程において吸気行程と排気行程が重なる時間帯が生じるため、未
燃焼燃料が排出されやすく、4 サイクルエンジンや燃料を燃焼室に直接噴射する方式の環境対策型
2 サイクルエンジンと比較して、炭化水素などの物質が、5 倍から 10 倍程度多く排出される。

数字 ３Ｒ

リデュース（Reduce 発生抑制）、リユース（Reuse　再利用）、リサイクル（Recycle　再生利用）
の 3 つの英語の頭文字「R」をとって「３R」と呼ぶ。国では、3R に対する理解と協力を求めるため、
毎年 10 月を「リデュース・リユース・リサイクル推進月間（略称：3R 推進月間）」と定め、広く
普及啓発している。なお、リペア（Repair　修繕する ) やリフューズ（Refuse　（購入を）拒否する）
などを加え、４R、５R などとして啓発することも増えてきているが、本計画では、こうした概念
も含め、環境と経済が両立した循環型社会を形成していくためのキーワードとして「３R」という
言葉を用いている。

Ｂ BOD
生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen Demand）。水中の有機物が微生物によって分解さ
れるときに必要とする酸素の量をいい、数字が大きいほど水は汚れていることを示す。河川などの
水質汚濁の程度を評価する際に用いられる代表的な指標である。

C COD
化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand）。水中の有機物を酸化剤で酸化した際に消費さ
れる酸素の量。湖沼、海域の有機汚濁を測る代表的な指標であり、この値が大きいほど、水中に有
機物等が多く、汚濁負荷（水の汚れ）が大きいことを示している。

E ESCO

エナジーサービスカンパニー（Energy Service Company）のこと。 工場やビルの省エネルギー
に関する包括的なサービスを提供し、それまでの環境を損なうことなく省エネルギーを実現し、さ
らにはその結果得られる省エネルギー効果を保証する事業。また、ESCO の経費はその顧客の省エ
ネルギーメリットの一部から受取ることも特徴となっている。

H HEMS

ホームエナジーマネジメントシステム（Home Energy Management System）のこと。IT 技
術の活用により、人に代わって家電機器等の最適運転や照明のオン・オフ、さらにはエネルギーの
使用状況をリアルタイムで表示する等、家庭におけるエネルギー管理（省エネ行動）を支援する家
庭用エナジーマネジメントシステムのこと。

I IPCC の第 4 次評価報告書

IPCC は Intergovernmental Panel on Climate Change（気候変動に関する政府間パネル）の
略称。国連環境計画（UNEP) と世界気象機関（WMO) が設置し、各国の研究者が地球温暖化問題
に関する科学的知見をまとめ、地球温暖化対策に科学的基礎を与える公式の場。平成 19 年の第 4
次評価報告書では、地球温暖化が進行しており、その原因は人間の諸活動によることを科学的にほ
ぼ断定した。

ISO14001

国際標準化機構（ISO=International Organization For Standardization）が制定・発効した環
境マネジメントシステムの構築に関する国際規格。組織の活動・製品およびサービスによって生じ
る環境への影響を持続的に改善するためのシステムの構築を目指すもの。経営層が策定した環境方
針に沿って、PDCA サイクル（Plan → Do → Check → Act）を繰り返すことにより、システム
の継続的な改善を図っていくものであり、規格を順守していることについて、外部機関による第三
者認証、自己宣言等をすることができる。

N NPO
（Nonprofit　Organization）

非営利組織（Nonprofit Organization）。政府や私企業とは独立した存在として、市民・民間の支
援のもとで社会的な公益活動を行う組織・団体。

P PRTR 制度
PRTR とは、化学物質の排出・移動量届出（Pollutant Release and Transfer Register）　の略
称で、工場や事業所が化学物質の環境中への排出量や廃棄物としての移動量を把握し、行政に報告、
行政が公表することを通じて、特定化学物質の適正管理を目的とする制度のこと。

R RD 最終処分場問題

栗東市小野の ( 株 )RD エンジニアリング社（以下「RD 社」）の最終処分場で、産業廃棄物が適正
に処理されず、地下水汚染などが発生している問題。平成 11 年（1999 年）10 月に高濃度の硫
化水素ガスが検出され、それ以降、県は調査や指導を行い、平成 13 年（2001 年）からは改善命
令などによって是正を求めてきた。しかし、ＲＤ社が平成 18 年（2006 年）6 月に倒産し、同社
による対応が見込めなくなっている。

あ アスベスト
石綿のこと。天然にできた鉱物繊維で耐熱性等にすぐれているため多くの製品に利用されてきたが、
発ガン性等が指摘され、現在は原則として製造・使用が禁止されている。大気汚染防止法ではアス
ベスト製品等を製造する施設について排出規制等をおこなっている。

い 一般廃棄物
産業廃棄物以外の廃棄物を指し、し尿のほか家庭から発生する家庭系ごみや、オフィスや飲食店か
ら発生する事業系ごみも含んでいる。それらの処理責任は廃棄物処理法において、市町村にあると
されている。

伊吹山のお花畑

伊吹山の山頂一帯の山地草原は、約３００種類の温帯性および亜高山性の草本が生育し、春から秋
にかけて美しい花を咲かせるため「お花畑」と呼ばれる。お花畑には、コイブキアザミ・イブキヒ
メヤマアザミ・ルリトラノオ・イブキコゴメグサ・イブキレイジンソウなど９種の固有種（特産種）
が生息していることやグンナイフウロ・ハクサンフウロなどの北方系要素の植物の南限となってい
るなど貴重な植物相がみられる。

１．用語解説
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用　　　語 用　語　解　説

え 栄養塩類 窒素、リンなど、藻類その他の水生植物が増殖するための必要な各種元素のこと。湖沼での過剰な
栄養塩類の供給は富栄養化の原因となる。

エコアクション 21

中小企業等においても容易に環境配慮の取組を進めることができるよう、環境マネジメントシステ
ム、環境パフォーマンス評価及び環境報告をひとつに統合した環境配慮のツール。幅広い事業者に
対して環境への取組を効果的・効率的に行うシステムを構築するとともに、環境への取組に関する
目標を持ち、行動し、結果を取りまとめ、評価し、報告するための方法を提供している。

エコカーマイスター

低公害車の普及と運転者の環境意識向上を図るため、自動車販売店において販売員が新車購入予定
者に対し自動車の環境情報を適切に説明できるよう指導・推進する者を育成する制度。知事が指定
する温暖化問題や自動車環境対策等についての講習を修了した者を「エコカーマイスター」として
認定する。

エコツーリズム 自然環境や歴史文化を対象とし、それらを体験し学ぶとともに、対象となる地域の自然環境や歴史
文化の保全に責任を持つ観光のありかた。

お 温室効果ガス
地表から放出される熱（赤外線）を大気中で部分的に吸収し、地表へ再放出する気体の総称。京都
議定書では、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン等６物質が温室効果
ガスとして削減対象となっている。

か カーボンオフセット
市民、企業等の社会の構成員が、自らの温室効果ガスの排出量を認識し、主体的にこれを削減する
努力を行うとともに、削減が困難な部分の排出量について、他の場所で排出削減・吸収を実現する
プロジェクトや活動に資金提供すること等によって、その全部又は一部を相殺すること。

化石燃料 一般的に動物、植物の死骸が地中に堆積し、変成したもので、主に石炭、石油、天然ガスを指す。
化石燃料を燃焼させると二酸化炭素などを発生し、地球温暖化を招いた主要な要因とされている。

環境こだわり農業
化学合成農薬および化学肥料の使用量が慣行的使用量を 50%以上削減して行われる農業であって、
たい肥その他の有機質資材を適正に使用し、農業排水を適正に管理し、その他環境との調和に配慮
して農作物を栽培するものをいう。「滋賀県環境こだわり農業推進条例」に規定している。

環境マネジメントシステム 事業者等が環境に関する方針を自ら設定し、これらの達成に向けて取り組んでいくための体制、手
続きであり、国際標準化機構（ISO）が発行した ISO14001 に基づくものが代表的な事例である。

環境リスク

人の行動によって環境に加えられる負荷が環境中の経路を通じ、環境の保全上の支障を生じさせる
おそれを環境リスクといい、人の健康や生態系に影響を及ぼす可能性（おそれ）を示す概念である。
人の健康や生態系への影響を未然に防止していくにあたっては、環境リスクの要因が持つ便益と環
境リスクの大きさを比較、分析することにより、環境リスクを管理していくことが重要である。

き 京都議定書

平成 12 年（2000 年）以降の先進国の地球温暖化対策として、具体的な削減対象ガス（二酸化炭
素、一酸化炭素、メタン、代替フロン等）とその削減目標（平成２年（1990 年）水準から先進国
全体で 5．2％、日本は 6％、米国は 7％、欧州は 8％削減など）、達成期間（平成 20 年（2008
年）から平成 24 年（2012 年）の間）を定めている。また、国際的に協調して目標を達成するた
めのしくみとして、排出量取引、共同実施及びクリーン開発メカニズム（CDM）の三つのメカニズ
ムについて規定しており、これらを京都メカニズムという。

協働 ＮＰＯ・企業・行政など立場の異なる組織や人同士が、対等な関係のもと、同じ目的・目標のため
に連携・協力して働き、相乗効果を上げようとする取組。

く グリーン・オフィス滋賀

「環境にやさしい（滋賀）県庁率先行動計画」のこと。県庁自らが環境への負荷を低減する取組を率
先実行し、県民、事業者等の主体的、積極的な取組を促すとともに、これらと協働して環境負荷を
低減するための具体的な行動を起こしていこうとするもの。庁舎の管理や事務活動において、全職
員の参加の下に職場における日常の省資源、省エネルギー等の取組を行う。

グリーン購入

商品やサービスを購入するときに、まず購入の必要性を考え、環境への負荷が出来るだけ小さいも
のを選んで購入すること。グリーン購入を進めることは、ライフスタイルが環境にやさしいものに
変わるだけでなく、商品等を供給する企業に環境への負荷が小さい商品の開発や環境に配慮した経
営努力を促すことにつながる。

け 景観行政団体

景観法により定義された景観行政を実施する行政主体のこと。都道府県、政令市、中核市は自動的
に景観行政団体となり、その他の市町は、知事と協議し、知事の同意により景観行政団体になるこ
とができる。景観行政団体は、景観計画の策定、景観協議会の組織化、景観重要建造物及び景観重
要樹木の指定、景観協定の認可、景観整備機構の指定を行うことができる。

こ 国際湖沼環境委員会

世界の湖沼環境の健全な管理とこれと調和した持続的開発の在り方を求めて、国際的な知識交流と
調査研究推進を図る財団。草津市に所在。滋賀県が提唱して開催された第 1 回世界湖沼環境会議を
契機として昭和 61 年に発足した。平成 4 年 4 月から国連環境計画国際環境技術センターの支援機
関となっている。
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国連環境計画国際環境技術セ
ンター

国連環境計画（ＵＮＥＰ）の監督下で活動する国際機関。開発途上国等への環境上適正な技術の移
転促進を目的として、淡水湖沼集水域の環境管理問題を担当する滋賀事務所と、大都市の都市環境
管理問題を担当する大阪事務所とから構成され、環境保全技術に関するデータベースの整備、情報
提供、研修、コンサルティング等の業務を行っている。

こどもエコクラブ
次代を担う子ども達が地域の中で主体的に環境活動を展開できるよう、平成７年 (1995 年）から
環境省が応援している事業。 ２人以上の子どもとそれを支える大人（サポーター）１人以上が集ま
れば、こどもエコクラブに登録でき、こどもたちの身近な環境活動に支援を受けることができる。

コミュニティビジネス 主として地域住民が主体となって、地域資源（労働力、原材料、技術力等）を活用し、サービス（労
働）の対価を得ながら、地域の活性化と地域課題の解決を目指す、地域密着型の小規模ビジネス。

固有種
世界で、特定の地域・水域にしか分布しない種のこと。固有種となる過程には、その地域で絶滅し
た結果としてそこだけに残っている場合と、そこで固有に進化（分化）した結果として形成された
場合とがある。

さ 再生可能エネルギー
国際的に統一された定義はないが、国際エネルギー機関（IEA) は、「絶えず補充される自然のプロ
セスに由来する」エネルギーとして定義している。太陽（光・熱）、風力、バイオマス、地熱、水力
等があげられる。

産業廃棄物
事業活動に伴って生じたごみのうち、燃えがら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック
など廃棄物処理法で定められた 20 種類の廃棄物をいう。それらの処理責任は同法において、排出
事業者にあるとされている。

し 滋賀エコ・エコノミー
プロジェクト

環境への負担をできるだけ少なくしながら経済活動を活発にしようと県と県経済団体が連携して取
り組むプロジェクト。平成 19 年（2007 年）8 月にスタートした。低炭素化事業や企業の二酸化
炭素を削減する取組を支援する「炭素中立県−低炭素経済を目指して−」と環境産業の集積を目指
す「Green Lake −エコイノベーション先端県−」の 2 つのプロジェクトを柱としている。

滋賀県基本構想 平成 19 年度からの県政運営の基本方針。県政の総合的な推進のための指針となるものであり、県
政の最上位計画として、部門別の各種計画、ビジョンの基本となるもの。

滋賀県資源化情報サイト
「リサイクルねっと・しが」

県内外の事業者から寄せられる循環資源の提供情報や引取情報、廃棄物の減量化・再生利用等に関
する情報などを一体的に提供する WEB（ウェブ）サイト。県内外の廃棄物等の排出事業者や資源
化施設の事業者がこのサイトを利用して、循環資源のマッチングが進むことが期待されている。平
成 20 年 4 月に開設。

滋賀県で大切にすべき
野生生物

県内に生息・生育する野生生物の中から、個体の分布状況や個体数の状況、最近の個体数の増減状況、
県民や有識者等の意見などに基づき「滋賀県で大切にすべき野生生物」を選定し、取りまとめられた。
滋賀県版レッドデータブック。最新となる平成 17 年（2005 年）の更新版では、684 種の動植
物種が、絶滅危惧種、絶滅危機増大種、希少種に選定されて、個体数の減少や生息・生育環境の悪
化により、絶滅の危機に瀕していると評価された。

滋賀県琵琶湖のレジャー利用
の適正化に関する条例

琵琶湖でのレジャー活動に伴う環境への負荷の低減を目的に平成 14 年（2002 年）10 月に制定。
プレジャーボートの航行規制、従来型２サイクルエンジンの使用禁止、外来魚のリリース禁止、地
域実態に応じたローカルルールの認定などを定めている。

滋賀らしい環境こだわり住宅

県産材や地場産素材などを活用した良質な木造軸組住宅のこと。平成 19 年 (2007 年）３月に「滋
賀らしい環境こだわり住宅」整備指針を公表するなどしてその普及促進を図っている。「滋賀らしい
環境こだわり住宅」は、バリアフリー化や省エネルギー・省資源に配慮した住宅であるとともに、
日本の気候風土に培われた工法で建築され、リフォームしやすく長く住み続けられることが特徴。

自然エネルギー 風力、太陽光、水力、地熱など自然現象から得られるエネルギーをいう。

自然共生社会

「低炭素社会」、「循環型社会」とともに「持続可能な社会」の一側面として定義される。生物多様性
が適切に保たれ、自然の循環に沿うかたちで農林水産業を含む社会経済活動を自然に調和したもの
とし、また様々な自然とのふれあいの場や機会を確保することによって自然の恵みを将来にわたっ
て享受できる社会。

持続可能な滋賀社会ビジョン
滋賀において、環境・経済・社会が将来にわたってバランスよく発展する持続可能な社会の実現を
図るためのビジョン。温室効果ガスの半減と琵琶湖環境の再生を長期的な目標として、その実現に
向けた施策の提言を行う。

集団回収

地域の自治会や子ども会・老人会・PTA などが、回収の日時・場所・品目（新聞・雑誌・ダンボー
ル・紙パック・缶・びんなど）・回収業者を決め、家庭から出される資源を資源回収業者に引き取っ
てもらう、自主的なリサイクル活動。
本計画の第 1 章の【図２−（６）ー２　市町と集団回収による資源化量の推移】においては、集団
回収のうち市町村が用具の貸出、補助金の交付等により関与しているものを計上している。
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循環型社会
「自然共生社会」、「低炭素社会」とともに「持続可能な社会」の一側面として定義される。社会経済
活動の全段階を通じて、廃棄物等の発生抑制や循環資源の利用などの取組により、新たに採取する
資源をできるだけ少なくした、環境への負荷をできる限り少なくする社会。

循環かんがい施設
水田の排水路の流末に設けた池や排水路等に循環かんがいポンプを設置し、パイプライン等を通じ
て排水を再度、同じ地区内で利用すること。循環かんがいを実施することで、窒素・リン等の地域
外への流出負荷が削減できる。

小水力発電施設

数十 kW 〜数千 kW 程度の比較的小規模な水力発電（一般的には 2,000kW 以下）の総称として用
いている。 ダム、頭首工、水路等の農業水利施設における落差と流量を利用し、農業用用排水施設
の一工種として設置される。小水力発電は、自然エネルギーの特徴に加えて、建設時の環境負荷が
少なく短期間で設置できることや地方の小電力需要に臨機に対応できることが特徴。 

食育
様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践する
ことができる人間を育てること。食育の基本理念と方向性を明らかにするとともに、食育に関する
施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成 17 年 7 月、食育基本法が施行された。

新エネルギー

石油の代替エネルギーとなるエネルギーのうち、経済性の面での制約から普及が進展しておらず、
その普及促進が石油代替エネルギーの促進に特に寄与するもの（新エネルギー利用等の促進に関す
る特別措置法より）をいう。 具体的には、太陽光発電、風力発電、太陽熱利用、温度差エネルギー、
廃棄物発電、廃棄物熱利用、廃棄物燃料製造、バイオマス発電、バイオマス熱利用、バイオマス燃
料製造、雪氷熱利用、クリーンエネルギー自動車、天然ガスコージェネレーション、燃料電池の
１４種類。

す 水源かん養
降雨時に河川などへの水の流出を軽減させる働き（洪水緩和）と、無降雨時に河川などへ水を安定
的に供給する働き（渇水緩和）という二つの働きのことで、河川や琵琶湖の水位を平準化する役割
をもつ。

せ 生物環境アドバイザー

「人と自然にやさしい建設工事」を推進するために、平成 6 年度に設けた制度で、公共施設の計画
策定や工事の施工に際して、生物環境等の専門家（生物環境アドバイザー）の指導助言を受ける制度。
発足から平成 20 年度までに延べ 387 ヶ所で制度を適用し、貴重植物の移植、魚やホタル等への
配慮、けもの道の設置等を行っている。

生物多様性 特定の範囲に生息生育する生物の多様さの程度で、様々な生物がいる「種の多様性」、様々な生息環
境がある「生態系の多様性」、同じ種であっても個体差や地域差がある「遺伝子の多様性」が含まれる。

ゼロエミッション
ある産業の製造工程から出る廃棄物を別の産業の原料として利用することにより、廃棄物の排出（エ
ミッション）をゼロにする循環型産業システムの構築を目指すもの。国連大学が提唱し、企業や自
治体で取組が進んでいる。

戦略的環境アセスメント 事業の枠組みが決まった後で実施するのではなく、開発計画などの立案段階から環境への影響を予
測・評価する環境影響評価（環境アセスメント）のこと。

た ダイオキシン類

ポリ塩化ジベンゾ - パラ - ジオキシン（PCDD ｓ、75 種類）のことをいい、これに同様の性質を
持つポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF ｓ、135 種類）やコプラナーポリ塩化ビフェニル（Co-PCB
ｓ、12 種類）を加えてダイオキシン類と呼んでいる。これらは、物の燃焼などの過程で意図せず
に生成される有害な有機塩素化合物で、たばこの煙や自動車排出ガスなどに含まれるなど、広く環
境中に分布している。その一つである 2，3，7，8- 四塩化ジベンゾ - パラ - ジオキシンの急性毒性
の強さから、よく知られるようになった。

多自然川づくり
河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河川が本来
有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出するために、河川管理を
行うこと。

淡水赤潮
琵琶湖の淡水赤潮は、毎年 4 月末から 6 月初めにかけて、15℃から 20℃の水温期に、植物プラ
ンクトン「ウログレナ・アメリカーナ」が大量発生する現象で、湖水が赤褐色に変色し生臭さいに
おいがする。

ち 地球温暖化
石油などの化石燃料の燃焼により大気中の二酸化炭素等が増加し、地表から放出される赤外線を吸
収することにより、地表の温度が上がる現象。地球温暖化は海面の上昇や気候の変化等を引き起こし、
人類や生態系に悪影響を及ぼす。

地球温暖化防止活動推進員 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、地域における地球温暖化対策に関する基礎知識の普
及や温暖化防止のための啓発活動を行う。滋賀県では約120人が知事の委嘱を受けて活動している。

地産地消 地域生産・地域消費の略。地域生産された農産物を地域で消費しようとする活動を通じて、農業者
と消費者を結びつける取組のこと。

て 堤脚水路 堤防が設けられた地盤が低い場所で雨水を排水するため、堤防のり尻付近に設けられた水路。湖岸
堤（湖岸道路）付近にみられる。
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低酸素化 「琵琶湖の深呼吸」を参照

低炭素社会
「自然共生社会」、「循環型社会」とともに「持続可能な社会」の一側面として定義される。温室効果
ガスの排出を大幅に削減し、気候に悪影響を及ぼさない水準で大気中の濃度を安定化させると同時
に、生活の豊かさを実感できる社会。

鉄道版エコ交通モデル

幹線となる鉄道やバス等の公共交通機関と枝線となる湖上交通や自転車・徒歩等とを有機的に組み
合わせた、人と環境に優しく、魅力と利便性が高い滋賀発の交通体系をエコ交通と呼んでいるが、
鉄道版エコ交通モデルとは、このエコ交通を戦略的に進めていくための鉄道におけるモデル的な取
組を指す。具体的には、電車内への自転車の持ち込みが可能なサイクルトレインやワンコイン（100
円）エコパス、コミュニティバスとの連携 パークアンドライドの推進など。

点源負荷（点源対策）
面源負荷（面源対策）

点源負荷とは、家庭や事業場等のように汚濁負荷の排出源と流域との境界が明確に区分できる汚濁
負荷（特定汚濁負荷）のこと。また、生活排水対策や工場排水規制など点源負荷への対策を点源対
策という。
これに対し、市街地や農地などのように汚濁負荷発生源と流域の境界が不明瞭で、一定の面積を設
定した上でないと算定できない汚濁負荷を面源負荷（非特定汚濁負荷）という。また市街地排水や
農業排水など面源負荷からの汚濁負荷の流出防止等の対策を面源対策という。

な 南湖再生プロジェクト

自然と人とが共生する南湖を再生するため、政府の「都市再生プロジェクト」である「琵琶湖・淀
川流域圏の再生計画」に位置づけたプロジェクトの一つ。国、水資源機構など関係機関との連携の
もとに、湖底環境の改善、沿岸域環境整備、在来魚介類の増大、流入負荷対策、ビオトープの再生、
内湖の水質浄化、親しみ憩える湖辺域の保全再生・整備などに取り組んでいる。

難分解性有機物 自然界の微生物によって分解されにくい有機物の総称。

は バイオディーゼル燃料

植物油（廃食油）を原料とする非化石燃料であり、燃焼によって発生する二酸化炭素は、植物が光
合成によって大気中から吸収したものであることから、地球温暖化の原因となる二酸化炭素の増加
を招かないという特性を持っている。また既存のディーゼル機関にそのまま利用可能で、硫黄酸化
物や黒鉛の発生が軽油に比べて少ない燃料である。

バイオマス

再生可能な生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの。廃棄物系バイオマスとしては、廃棄さ
れる紙、家畜排せつ物、食品廃棄物、建設発生木材、黒液、下水汚泥などがある。主な活用方法と
しては、農業分野における飼肥料としての利用や汚泥のレンガ原料としての利用があるほか、燃焼
して発電を行ったり、アルコール発酵、メタン発酵などによる燃料化などのエネルギー利用なども
ある。

早崎内湖再生 長浜市（旧びわ町）にある早崎内湖干拓地の水田の一部を試験湛水して、内湖機能再生の可能性に
ついて調査検討を行っている取組。

反復利用施設 水田にかんがいした用水は最終的には下流部の排水路や河川に流出するが、この流出した水を用水
として反復利用することにより、水資源の有効活用を図る施設のこと。

ひ びわこ横断エコバス

バイオディーゼル燃料（BDF) を用いたバスにより琵琶湖大橋経由で JR 守山駅から JR 堅田駅を
結ぶバス路線のこと。琵琶湖によって分断されている東西方向の移動手段として「びわこ横断エコ
バス」を運行し、大津湖南地域の中枢機能を高めるとともに、同地域が県のリーディングゾーンと
して発展するよう広域交通機能の強化を図るもの。BDF の普及と利用拡大をめざして、バス路線で
BDF を用いて実証実験を行う場合に必要な経費を支援するバイオディーゼル燃料利用推進事業とし
ても取り組まれている。

琵琶湖環境科学研究センター
の中期計画

琵琶湖環境科学研究センターの業務に関する具体的な活動内容等を記載した中期的な計画。第 2 期
計画（平成 20 年度から 22 年度）では、「持続可能な滋賀社会の構築」、「琵琶湖と流域の水質・生
態系の保全・再生」、「環境リスクの低減のための実態把握」をセンターの基本的課題とし、琵琶湖
と滋賀県の環境の継続的な観察・監視、環境課題の発見・提起、環境情報・知見を解析して行う政
策提案、琵琶湖の総合保全施策の効果検証、調査研究成果の社会的発信などに取り組むこととして
いる。

びわ湖環境ビジネスメッセ
環境への負荷を軽減し、環境保全に貢献する「環境ビジネス」を積極的に振興するための見本市。
滋賀環境ビジネスメッセ実行委員会［（社）滋賀経済産業協会、滋賀県、県内経済団体、県内大学、
長浜市、彦根市、米原市］主催。

びわ湖材 県内の森林から伐採された原木と、その原木を県内で加工した製材品等のこと。

琵琶湖総合保全学術委員会
琵琶湖総合保全に関し、学術的な見地から高度な助言、提言を得るとともに評価を求め、琵琶湖総
合保全の取り組みの持続的な改善を図るために、平成 12 年 (2000 年）に設置された。水質保全、
水源かん養、自然的環境・景観保全およびその他の分野の学識経験者により組織されている。

琵琶湖総合保全整備計画
（マザーレイク 21 計画）

平成 12 年（2000 年）３月に、健全な琵琶湖を次世代に引き継ぐための指針として策定。県民・
事業者の主体的な取組と行政の各種施策を計画の両輪に据えて推進している。
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用　　　語 用　語　解　説

琵琶湖の深呼吸

日光が届かず、表層の湖水が供給されない琵琶湖北湖の深層部の湖底においては、沈降した有機物
（プランクトンの死骸など）が分解され、水中の酸素（溶存酸素）が消費されて濃度が下がる現象（低
酸素化）がみられる。湖底の溶存酸素濃度は、毎年 10 月から 11 月頃に最も低い状態となるが、
１〜２月頃には、酸素を多く含んだ表層水が冷やされて沈み込み、低層部の水と混じり合うことで
回復する。この湖水の鉛直混合を「琵琶湖の深呼吸」と呼ぶ。湖底の溶存酸素が減少すると、底泥
から栄養塩類などが溶け出し、水質悪化の原因となる。

びわ湖フローティング
スクール

学校教育の一環として昭和 58 年度から県内の全ての小学５年生を対象に実施している学習船「う
みのこ」を活用した１泊２日の宿泊体験学習。学習の場を主に琵琶湖に求め、びわ湖環境学習、ふ
れあい体験学習、「湖の子」船内生活の体験学習を行っている。

琵琶湖・淀川流域圏の
再生計画

平成 15 年 (2003 年）11 月に国において決定された都市再生プロジェクトである「琵琶湖・淀
川流域圏の再生」を推進するために平成 17 年３月に策定された計画。①自然環境、②都市環境、
③歴史・文化、④流域の連携、の４つの視点から整理し、これらの課題に対して、「水でつなぐ “ 人・
自然・文化 ” 〜琵琶湖・淀川流域圏〜」を基本コンセプトとして、流域圏が一体となった取組を展
開することとしている。

ふ 富栄養化

元来は、湖沼が長い年月の間に流域からの栄養塩類の供給を受けて生物生産の高い富栄養湖に移り
変わっていく現象を指す概念であったが、近年の人工・産業の集中や土地利用の変化等に伴い、栄
養塩の流入が加速され、人為的な富栄養化が急速に進行していく現象を指す。富栄養化の進行により、
植物プランクトンが異常繁殖し、赤潮やアオコが発生する。さらに進行すると水中の溶存酸素が減
少し、魚介類のへい死や悪臭を引き起こす。海域・湖沼の富栄養化に対しては窒素・リンに関する
環境基準の設定や排水規制等の対策がとられている。

浮遊粒子状物質（SPM) 大気中に浮遊する粒子状の物質（浮遊粉じん、エアロゾルなど）のうち粒径が 10 マイクロメート
ル（１マイクロメートルは 100 万分の 1 メートル）以下のものをいう。

ほ 北海道洞爺湖サミット

平成 20 年 (2008 年）7 月に北海道洞爺湖畔で開催された先進国首脳会議。世界経済、環境問題、
アフリカの発展など国際社会が直面し、その解決に向け努力すべき課題が話し合われたが、中でも
地球温暖化対策は、国際社会の一致団結した取組の強化が急がれる課題として主要なテーマとなっ
た。

み 「みるエコおうみ」プログラム
県内家庭からの二酸化炭素の排出削減を促進することを目的とした WEB（ウェブ）サイト。日常
生活の省エネ・省資源行動や、光熱使用量などをインターネット上で記録すると二酸化炭素排出削
減量が表示され、取組の成果が「見える」仕組みとなっている。

め 面源負荷 点源負荷（点源対策）・面源負荷 ( 面源対策）の欄を参照。

も モビリティマネジメント
一人ひとりのモビリティ（行動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向（過度な自動車利用から
公共交通等を適切に利用する等）に変化することを促す、コミュニケーションを中心とした交通政
策のこと。

や やまのこ 森林への理解と関心を深め、人と豊かにかかわる力を育むため、学校教育の一環として、県内の小
学校 4 年生が、自然豊かな森林体験施設やその周辺フィールドで体験型の森林環境学習を行う事業。

よ 溶存酸素濃度
水中に溶解している酸素の濃度のことで、代表的な水質汚濁状況を測る指標の１つ。
一般に清浄な河川等では、ほぼ飽和値に達しているが、水質汚濁が進んで水中の有機物が増えると、
好気的微生物による有機物の分解に伴って多量の酸素が消費され、水中の溶存酸素濃度が低下する。

ら ラムサール条約

多様な生態系としての湿地を保全することを目的に、昭和 46 年（1971 年）イランのラムサール
で採択された条約。正式には「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」という。
日本は昭和５５年（1980 年）に加入し、琵琶湖は平成 5 年（1993 年）6 月に登録湿地に指定
された。
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No. 指標名 指標の説明 データの出典 この指標を選んだ理由 平成22年度
目標値の考え方

平成25年度
目標値の考え方

1
環 境 学 習 企 画 サ
ポ ー ト 件 数 ( 累
計）

環境学習支援セン
ターでのサポート
件数

環境学習支援セン
ター調べ

県民等の環境学習の実
施状況を反映する指標
として設定した。

平成 19 年度単年度
実績より約 10％増
加を目標とした。

平成 22 年度単年度
目標値と同程度を目
標とした。

2

びわ湖フローティ
ングスクール事業
( うみのこ ) 実施
学校数

全小学校の５年生
で実施

県 び わ 湖 フ ロ ー
ティングスクール
調べ

県の環境体験学習の象
徴的な事業である「う
みのこ」「やまのこ」の
実施学校数を指標とし
た。

全小学校での実施を
目標とした。

全小学校での実施を
目標とした。

3

森林環境学習「や
まのこ」事業実施
学校数

琵琶湖森林づくり
基本計画の基本施
策「森林環境学習
の推進」に基づく
事業に参加する学
校数

県森林政策課調べ 県の環境体験学習の象
徴的な事業である「う
みのこ」「やまのこ」の
実施学校数を指標とし
た。

全小学校での実施を
目標とした。

全小学校での実施を
目標とした。

4

びわ湖環境ビジネ
スメッセにおける
有効商談件数（累
計）

今後セールスにつ
ながる見込みのあ
る商談件数（累計）

びわ湖環境ビジネ
スメッセ概況報告

（滋賀環境ビジネ
スメッセ実行委員
会調べ）

び わ 湖 環 境 ビ ジ ネ ス
メッセは、環境ビジネ
ス の 販 路 開 拓・ 拡 大、
県内企業の環境関係の
新技術・新製品開発を
支援する見本市であり、
環境産業の創出・拡大
の進捗度合いを最も端
的に表す指標として会
期中における有効商談
件数を設定した。

過去 10 年間の商談
件数の平均伸び数を
もとに設定した。

過去 10 年間の商談
件数の平均伸び数を
もとに設定した。

5

環境こだわり農産
物の栽培面積

環境こだわり農産
物の認証面積

農業経営課調べ 環境こだわり農産物は
滋賀県農業のシンボル
であり、環境こだわり
農業の取組の進捗度合
いを最も端的に表す指
標として設定した。

「滋賀県環境こだわ
り 農 業 推 進 基 本 計
画」に掲げる目標数
値を設定した。

平成 22 年度以降の
具体的な数値目標が
設定されていないた
め、22 年度の目標
値以上とした。

6

温 室 効 果 ガ ス 総
排 出 量 の 削 減 率
(1990 年比）

平成 2 年（1990
年）の県域におけ
る温室効果ガス排
出量を基準とした
削減率

県地球温暖化対策
推進計画

地球環境の保全には、地
球温暖化の防止が重要
であり、県民・事業者
等の省エネ行動の取組
を推進し、温室効果ガ
スの総排出量を減らす
ことを指標として設定
した。

「地球温暖化対策推
進計画」において、
温室効果ガスの排出
量を 2010 年にお
いて1990年比９％
削減を目指すとした
ことから、この値を
設定した。

ポスト京都議定書の
動向を注視しながら
新たな目標を設定す
る。詳細スケジュー
ルについては今後検
討する。

7

「みるエコおうみ」
プログラム取組世
帯数

１人１日１ｋｇの
削 減 を 行 う 場 合
５万世帯が取り組
むと、約５万トン
／年の削減と想定

持続可能な滋賀社
会ビジョン

滋賀県地球温暖化対策
推進計画の削減目標の
達成に向け家庭部門か
らの排出量削減の取組
が重要であることから
このプログラムに参加
する世帯数を指標とし
て設定した。

このプログラムによ
り１人１日１ｋｇの
削減を行う場合５万
世帯が取り組むと、
約５万トン／年の削
減が見込まれる。( 滋
賀県地球温暖化対策
推進計画の県民の省
エネルギー・省資源
行動の徹底による削
減目標 15 万トンの
１／３に相当 )

３年間の実績を検証
しその後の取組につ
いての検討を行う。

8

県内での太陽光発
電による総発電容
量

平成 16 年 10 月
策定のしが新エネ
ルギー導入戦略プ
ランにより設定さ
れた目標値

しが新エネルギー
導入戦略プラン

温暖化の原因となる温
室効果ガスの９割をエ
ネルギーに起因する温
室効果ガスが占めてお
り、新エネルギーの導入
を進めることは重要で
ある。新エネルギーの
中で太陽光エネルギー
については今後の導入
拡大が期待されること
から指標として設定し
た。

し が 新 エ ネ ル ギ ー
導入戦略プランで、
2010 年 に お け る
太陽光発電設備の総
発 電 容 量 の 目 標 を
100,000 ｋＷとし
たことからこの目標
値を設定した。

目標年度における太
陽光発電設備の導入
状 況 の 調 査 等 を 行
い、平成 23 年以降
に新たに目標値の考
え方を検討する。

２．数値指標の解説	
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No. 指標名 指標の説明 データの出典 この指標を選んだ理由 平成22年度
目標値の考え方

平成25年度
目標値の考え方

9

希少野生動植物種
の「生息・生育地
保護区」の箇所数

「ふるさと滋賀の
野生動植物との共
生に関する条例」
に基づき希少野生
動植物種の保護の
ために指定した生
息・生育地保護区
の数

県自然環境保全課
調べ

希少な野生生物の保護・
復活を図るためには、そ
の生息している自然環
境全体を維持・回復す
る必要がある。これを
示す代表的な指標とし
て希少野生動植物種の
保護区の箇所数を設定
した。

平成 19 年度を初年
度とし、1 年当たり
2 〜 3 箇所の指定を
目指すこととして、
目標値を設定した。

現行予定として、調
査に 5 年（平成 18
年度から 22 年度）
をかけて、計 10 地
区の指定を目標とし
ており、平成 25 年
度までの具体的な目
標値がないため、平
成 22 年度目標値と
同様とした。

10

人工湖岸を再自然
化した累計延長

人工湖岸を現在の
治水機能を確保し
つつ、自然湖岸へ
と再生した延長

県河港課調べ マザーレイク２１の第
１期対策として人工湖
岸の再自然化が挙げら
れているため。

長 浜 地 区：600m、
彦 根 多 景 地 区：
1700m、守山地区：
1500m に お い て、
H22 年度までに人
工湖岸の再自然化を
完成予定。

草津地区：
L=1900m に つ い
て、H23 年 度 か ら
事業に着手予定。

11

外来魚の推定生息
量

琵琶湖における外
来魚（オオクチバ
ス・ブルーギル）
の推定生息量

県水産課・水産試
験場調べ

これら外来魚は漁業被
害のみならず、その根
幹をなす琵琶湖生態系
にも悪影響を及ぼして
いることから、駆除事
業を実施している。駆
除事業等による琵琶湖
生態系の回復状況を示
す指標として設定した。

「しがの農業・水産
業新戦略プラン」に
掲げる目標数値を設
定した。

平成 22 年度に「し
がの農業・水産業新
戦略プラン」の改訂
を行い、新たな目標
値を設定する予定で
あることから、平成
22 年度の目標値以
下とした。

12

カイツブリ（県の
鳥）の生息数

琵琶湖や県内の主
要な河川の観察地
点で同時刻に一斉
調査し生息を確認
した数値を集計

滋賀県ガンカモ類
等生息調査 ( 県自
然環境保全課 )

カイツブリは、琵琶湖
や周辺の主要な河川な
どで通年生息する水鳥
であり、ヨシ帯に浮き
巣を作り繁殖し、主と
して小魚を主食として
いる。琵琶湖とその周
辺の自然環境の保全が
図られていることを示
す指標として設定した。

カイツブリは、水辺
地域のヨシが繁茂す
る場所に住む鳥であ
ることから、生息環
境であるヨシ群落の
保全対策に取り組ん
だ以降の最高値（連
続する 3 年間の平均
値）の水準を目標値
とした。

生息環境であるヨシ
群落の保全対策に取
り組んだ以降の最高
値の水準を目標値と
した。

13

琵琶湖のヨシの面
積

琵琶湖のヨシ等の
抽水植物群落面積

ヨシ群落現存状況
調査

ヨシ群落は、水域から
陸域への推移帯にあっ
て多様な働きをしてお
り、琵琶湖の環境保全
にとって重要な存在で
あるため。

ヨシ群落保全条例に
よ っ て 定 め ら れ た

「ヨシ群落保全基本
計画」に掲げる目標
値を設定した。

現行の「ヨシ群落保
全基本計画」では、
平成 22 年度までの
目標設定となってお
り、 平 成 25 年 度
までの具体的な目標
値がないため、平成
22 年度目標値以上
とした。

14

緑化されている道
路の延長

県管理用道路のう
ち、歩道や中央分
離帯が緑化されて
いる道路の延長

滋賀県道路整備ア
クションプログラ
ム 2008 を 参 考
とした。

道路は生活に密着した
社会基盤であり、道路
の緑化は快適な道路環
境の創出、ひいては良
好な生活環境・自然環
境を創造することから
指標として設定した。

実績値の伸びを参考
に 目 標 値 を 設 定 し
た。

滋賀県道路整備アク
シ ョ ン プ ロ グ ラ ム
2008 を参考に、今
後 5 年間の整備延長
をもとに緑化延長を
設定した。

15

県民１人当たりの
都市公園面積

都市公園面積／都
市計画区域人口

都市公園等整備現
況調査（ 国土交
通省）

多くの県民にとって日
常生活の中で最も身近
にあり、利用する機会
の多い都市公園が確保
されているかを測るた
めこの指標を設定した。

近年の都市公園面積
の延びを参考に目標
値を設定した。

公共事業の見直しに
よる進捗率の低下に
より H22 と同値と
する。

16

年間間伐実施面積 琵琶湖森林づくり
基本計画の「環境
に配慮した森林づ
くり推進プロジェ
クト」に基づく年
間間伐実施面積

県森林政策課・森
林保全課調べ

森林の持つ多面的機能
を持続して発揮するた
めには、適切な間伐が
不可欠であることから
指標として設定した。

琵琶湖森林づくり基
本計画の目標値を設
定した。

平成２１年度に琵琶
湖森林づくり基本計
画を見直し平成２６
年度目標値を設定す
る予定。
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No. 指標名 指標の説明 データの出典 この指標を選んだ理由 平成22年度
目標値の考え方

平成25年度
目標値の考え方

17

景 観 行 政 団 体 と
なった市町の数

景観法に基づき、
景観行政を実施す
る市町

県都市計画課調べ 景観行政団体になるこ
とは、独自に景観行政
に取り組もうとする自
治体の意欲の表れであ
り、取組の広がりを測
るためにこの指標を設
定した。

現在の 7 団体（近江
八幡市、大津市、高
島市、彦根市、守山
市、長浜市、栗東市）
に加え、2 団体が景
観行政団体となるこ
とを目標とした。

7 団体に加え 4 団体
が景観行政団体にな
ると想定する。

18
県指定 ( 選定）文
化財の件数

県教育委員会が指
定 ( 選定 ) した文
化財の件数

文化財保護課資料 歴史的環境の保全が図
られていることを示す
指標として設定した。

過去の状況等を踏ま
え実現可能な努力目
標として設定した。

過去の状況等を踏ま
え実現可能な努力目
標として設定した。

19

登 録 有 形 文 化 財
( 建造物 ) の件数

文化庁の文化財登
録原簿に登録され
ている登録有形文
化財 ( 建造物 ) の
件数

文化庁ホームペー
ジ

歴史的環境の保全が図
られていることを示す
指標として設定した。

過去の状況等を踏ま
え実現可能な努力目
標として設定した。

過去の状況等を踏ま
え実現可能な努力目
標として設定した。

20

県内主要河川の水
質目標の達成率

県内の環境基準点
を設定した河川の
う ち の、BOD の
環境基準を達成し
た河川の割合

琵琶湖再生課調べ ＢＯＤは有機物による
汚濁の状況を表す指標
で、環境基本法に基づ
き河川における生活環
境の保全に関する環境
基準項目とされている
ことから設定した。

琵琶湖の水質保全を
図るためには、河川
流域での取組が重要
となってくるため、
全河川での基準の達
成を目標値とした。

琵琶湖の水質保全を
図るためには、河川
流域での取組が重要
となってくるため、
全河川での基準の達
成を目標値とした。

21

琵琶湖の透明度 琵琶湖水質調査で
の北湖中央部９地
点の年間平均透明
度

琵環センター、国
交省、水資源機構
調べ

透明度は濁りを表す水
質指標の一つで、陸域
から流入する土壌粒子
やプランクトンの量な
ど に よ っ て 変 動 す る。
北湖中央部の透明度は、
土壌粒子や底泥の巻き
上げの影響を受けにく
く、主にプランクトン
の量によって左右され
ることから、富栄養化
の重要な指標となるこ
とから設定した。

環境総合計画におい
て、平成 22 年度ま
でに昭和 40 年代前
半の水質レベルに回
復を目指して設定し
た。

マザーレイク 21 計
画 の 第 2 期 目 標 で
ある昭和 40 年代前
半の水質レベルへの
回復を目指し、平成
22 年度目標値と同
値で設定した。

22

琵琶湖の水質 琵琶湖に設定され
ている環境基準に
基 づ く 水 質 項 目

（COD（化学的酸
素要求量）、全窒
素、全りん）

第 5 期 湖 沼 水 質
保全計画

琵琶湖に流入する各種
の汚濁負荷の削減対策
を講じることによって
改善が見込まれる水質
を指標として設定した。

第 5 期水質保全計画
（ 平 成 18 〜 22 年
度まで）の目標数値
を設定した。

平 成 23 年 度 に 策
定予定の次期湖沼水
質保全計画で、平成
27 年度目標値を設
定予定であるが、当
面は平成 22 年度目
標値よりさらに水質
改善が進むことを目
標とした。

23

琵琶湖のプランク
トンの異常発生日
数と水域数

琵琶湖における赤
潮やアオコの発生
日数と水域数

琵琶湖再生課調べ プランクトンの異常増
殖によって引き起こさ
れる淡水赤潮やアオコ
は富栄養化の象徴であ
り、これらの現象が発
生しないことが富栄養
化防止、すなわち琵琶
湖の水質保全の目標と
なることから設定した。

プランクトンによる
利水障害がなかった
昭和 40 年代前半の
琵琶湖水質を取り戻
すことを目標にして
いることから設定し
た。

プランクトンによる
利水障害がなかった
昭和 40 年代前半の
琵琶湖水質を取り戻
すことを目標にして
いることから設定し
た。

24

琵琶湖の水泳場の
「快適」ランクの
箇所数

環境省の水泳場水
質基準で水質 AA
ランクの水泳場数

琵琶湖再生課調べ 水泳場は県民が琵琶湖
に身近に接する水域で
あり、白砂青松の景色
と澄んだ水は、県民の
誇りといえる重要な環
境指標であることから
設定した。

マザーレイク２１計
画 で、 昭 和 40 年
代前半の水質を目標
としており、全ての
水泳場を最も良好な

「水質 AA」ランクに
することを目標そし
て設定した。

マザーレイク２１計
画 で、 昭 和 40 年
代前半の水質を目標
としており、全ての
水泳場を最も良好な

「水質 AA」ランクに
することを目標そし
て設定した。

25

下水道を利用でき
る県民の割合（下
水道普及率）

行政区域内の総人
口に占める処理区
域 内 人 口 の 比 率

（百分率）

県下水道課調べ 下水道が生活排水等の
汚濁を浄化することに
よる環境への負荷削減
に大きな働きがあるこ
とから、琵琶湖や河川
等の公共用水域の水環
境保全の指標として設
定した。

マザーレイク２１計
画第１期目標値（下
水 道 普 及 率 85 ％）
と整合をとり、下水
道の効果的、効率的
な整備を目指すこと
とした。

マザーレイク２１計
画との整合をとり、
下水道の効果的、効
率 的 な 整 備 を 目 指
す。
※ただし、現在のと
ころ、第２期目標値
は未設定。
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No. 指標名 指標の説明 データの出典 この指標を選んだ理由 平成22年度
目標値の考え方

平成25年度
目標値の考え方

26

整備を必要とする
農業集落排水処理
施設に対する整備
割合

計画施設数に対す
る供用済施設数の
比率（百分率）

県農村振興課調べ 農業集落排水処理施設
が生活排水等の汚濁を
浄化することによる環
境への負荷削減に大き
な働きがあることから、
琵琶湖や河川等の公共
用水域の水環境保全の
指標として設定した。

整備主体である市町
の近年の事業進捗を
参考に目標値を設定
した。

整備主体である市町
の近年の事業進捗を
参考に目標値を設定
した。

27

事業場排水基準遵
守率

県が実施する排水
検 査 の 実 施 事 業
場・工場数のうち、
遵守していた率

琵琶湖再生課調べ 発生源対策で工場・事
業場の指導の指導を徹
底しており、その結果
が反映される指標とし
て設定した。

既に８９％に達して
おり、全ての事業場
が遵守できている理
想の状態を目標値と
した。

既に８９％に達して
おり、全ての事業場
が遵守できている理
想の状態を目標値と
した。

28

プレジャーボート
の環境対策型エン
ジンの使用率

滋 賀 県 内 で 登 録
さ れ て い る プ レ
ジャーボートのう
ち、環境対策型エ
ンジンを搭載して
いるものの比率

県琵琶湖再生課調
べ

プレジャーボートの航
行に伴う環境への負荷
の低減を図るため、条
例で使用を禁止してい
る従来型２サイクルエ
ンジンから負荷の少な
い環境対策型エンジン
への転換の比率を指標
として設定した。

条例に基づく特例措
置を受けた従来型 2
サイクルエンジンの
最終使用期限である
平成 22 年度末にお
ける転換比率の目標
値を 100％とした。

従 来 型 2 サ イ ク ル
エ ン ジ ン の 使 用 期
限 が 過 ぎ て い る こ
と か ら、 目 標 値 を
100％とした。

29

流域単位での農業
排水対策の面積

農業排水の再利用
や排水抑制など流
域単位で農業排水
対策に取り組む農
地面積

県耕地課、農村振
興課調べ

公共用水域への農業系
排水負荷の削減に向け
ては、流域ぐるみでの
農業排水（濁水）の取
り組みが重要であるこ
とから、取組状況を示
す指標として設定した。

「しがの農業・水産
業新戦略プラン」に
掲げる目標数値を設
定した。

平成 22 年度に「し
がの農業・水産業新
戦略プラン」の改訂
を行い、新たな目標
値 を 設 定 す る 予 定
であることから、平
成 22 年度の目標値
を維持することとし
た。

30

二酸化窒素、浮遊
粒子状物質に係る
環境基準達成率

大気環境基準が設
定されている項目
について環境基準
の達成状況（長期
的評価）

県琵琶湖再生課、
琵琶湖環境科学研
究センター調べ

発生源対策等を実施す
ることにより、その結
果が反映される大気の
指標として設定した。

既に環境基準は達成
しているため、現状
維持する。

既に環境基準は達成
しているため、現状
維持する。

31

各駅の１日当たり
乗車人員の合計

県 内 に あ る Ｊ Ｒ
（東海道新幹線を
含む）、京阪電気
鉄道、近江鉄道お
よび信楽高原鐵道
の各駅における１
日当たり乗車人員
の合計

Ｊ Ｒ 旅 客 乗 車 人
員、私鉄旅客乗車
人員 ( 県交通政策
課 )

環境負荷の少ない交通
体系を形成するために
は、環境負荷の少ない
公共交通機関利用への
転換を促進することが
重要であり、代表的な
公共交通機関である鉄
道における各駅１日当
たりの乗車人員を指標
として設定した。

人口の増加割合が縮
小する中で、今後見
込 ま れ る 人 口 の 増
加割合と過去の乗車
人数の増加割合を勘
案して目標を設定し
た。

平成 25 年度目標値
の設定は困難である
ため、平成 22 年度
以上の値とした。

32

市街地における混
雑時の自動車の平
均速度

都市部（DID：人
口集中地区）にお
ける混雑時の平均
自動車旅行速度

平成 17 年度道路
交通情勢調査

スムーズな車移動と、温
室効果ガス削減に向け
た運輸部分での具体的
な取組として、目に見
えるわかりやすい指標
として設定した。

現状から平成 6 年度
実績値を上回る切り
のいい数値とした。

平成 25 年度目標値
の設定は困難である
ため、平成 22 年度
以上の値とした。

33

主要渋滞ポイント
数

「 新 た な 渋 滞 対
策 プ ロ グ ラ ム
2006」のうちの
県管理箇所

滋賀県渋滞対策協
議会調査

スムーズな車移動と、温
室効果ガス削減に向け
た運輸部分での具体的
な取組として、目に見
えるわかりやすい指標
として設定した。

渋滞ポイント 9 カ所
（外町、草津 3 丁目、
近江大橋西詰、六枚
橋、十王町、駒井沢、
御幸橋北、大萱 6 丁
目、琵琶湖大橋東詰）
のうち、まず、4 箇
所（草津 3 丁目、近
江大橋西詰、十王町、
大萱 6 丁目）の整備
を行うこととしてい
る。

平成 27 年度目標値
を参考に設定した。

34

プレジャーボート
による騒音被害に
関する苦情件数

県および市町が受
け 付 け た、 プ レ
ジャーボートの航
行に伴う騒音に関
する苦情の件数

県琵琶湖再生課調
べ

プレジャーボートの航
行による地域住民への
騒音被害の発生状況を
具体的に表す指標とし
て設定した。

平成 19 年度の苦情
件数を半減させるこ
とを目標として、こ
の値を設定した。

平成 19 年度の苦情
件数を半減させた状
態を維持することを
目標として、この値
を設定した。
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No. 指標名 指標の説明 データの出典 この指標を選んだ理由 平成22年度
目標値の考え方

平成25年度
目標値の考え方

35

県 民 1 人 が 1 日
に出すごみ量

ご み 総 排 出 量 ／
（ 総 人 口 × 365
日）

滋賀県の廃棄物 循環型社会を構築して
いくため、ごみの減量
化、リサイクルを積極
的に進めることが必要
であり、その結果が反
映される指標として設
定した。

排出抑制の取組を促
進 し、 平 成 9 年 度
の量から約５％減の
900 ｇを目標とし
た。

県 基 本 構 想
（H19.12） で の 設
定と同様とした。

36

１年間に出る資源
化されない産業廃
棄物の量

総排出量−汚泥の
事業所内での脱水
による減量−有効
利用された量

県循環社会推進課
調べ

循環型社会を構築して
いくため、産業廃棄物
の有効利用を進めるこ
とが必要であり、その
状況を示す指標として
設定した。

産業廃棄物の資源化
処理を進め、平成 9
年 度 の 量 の 1/3 と
することを目標とし
た。

平成 22 年度に策定
予定の「第三次滋賀
県廃棄物処理計画」
の策定時に平成 27
年度の目標値を設定
する予定であること
から、平成 22 年度
の目標値を維持する
こととした。

37

１年間に出る資源
化されない一般廃
棄物の量

総排出量＋集団回
収量−有効利用に
供された量

県循環社会推進課
調べ

循環型社会を構築して
いくため、一般廃棄物
の有効利用を進めるこ
とが必要であり、その
状況を示す指標として
設定した。

一般廃棄物の熱利用
も含めた資源化処理
を進め、平成 9 年度
の 量 の 1/2 と す る
ことを目標とした。

平成 22 年度に策定
予定の「第三次滋賀
県廃棄物処理計画」
の策定時に平成 27
年度の目標値を設定
する予定であること
から、平成 22 年度
の目標値を維持する
こととした。

38

不法投棄等不適正
処理事案新規分年
度内解決率 ( 産業
廃棄物 )

発見した年度内に
解決した不法投棄
等産業廃棄物の不
適正処理事案数／
不法投棄等産業廃
棄物の不適正処理
事案の年度内新規
発見数

県循環社会推進課
調べ

悪質・巧妙化した不法
投棄等に対し、早期発
見および初期対応を行
うことにより、不法投
棄等の防止と原状回復
に向けた取組を推進す
る必要がある。この取
組を測る代表的な指標
として設定した。

不法投棄は、生活環
境 へ の 影 響 が 大 き
く、是正には長い時
間と多額の費用を要
するため、早期発見・
早期解決が重要であ
る。このため、過去
の実績を踏まえ一層
の監視指導の強化に
努めることにより年
度内解決率 80％を
目標とした。

県 基 本 構 想
（H19.12） で の 設
定と同様とした。
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３．温室効果ガス削減対策一覧

この計画の長期的な目標の設定の根拠となっている「持続可能な滋賀社会ビジョン」（2008
年 3 月）、「持続可能社会の実現に向けた滋賀シナリオ」（2007 年 3 月）において示している
温室効果ガス削減対策一覧および削減量は、次のとおりです。

部門 対策 2030 年に達成されているべき状態 到達するために現在されるべきこと 削減量

家
庭

機器のエネルギー
効率
ＨＥＭＳ
住宅の断熱水準

バイオマス暖房
パッシブソーラー暖房
省エネルギー行動

太陽光発電
太陽熱温水器
その他

全体で 30％の効率改善

90％の住宅に導入
90％の住宅が次世代断熱水準

１０％の家庭に普及
１０％の家庭に普及
ほぼ全ての家庭に普及

（冷房 10％、暖房 20％、給湯５％、厨房 10％、
家電 10％のエネルギーサービス需要削減）
20％の住宅に普及
20％の住宅に普及

年約 0.8％の改善速度。買い替え時に
高エネルギー効率の製品を選択
普及開始
新築、リフォーム、住み替え時に
高断熱水準を選択
暖房器具の買い替え時にバイオマスを選択
新築、リフォーム時に据付
普及開始、教育

継続的な普及拡大
継続的な普及拡大

545

59
55

39
39

155

54
98
88

家庭計 1,132

業
務

機器のエネルギー
効率
ＢＥＭＳ
業務建物の断熱水準
バイオマス暖房
省エネルギー行動

太陽光発電
その他

全体で 36％の効率改善

90％の建物に導入
90％の建物が次世代断熱水準
普及率 10％
ほぼ全ての事業所に普及

（冷房 10％、暖房 20％のエネルギーサービス需
要削減）
15％の建物に設置

年約１％の改善速度。事務所、店舗などの省
エネ投資

新築時に高断熱水準を選択
普及開始
普及開始、教育

普及拡大

443

47
31
19
43

12
79

業務計 674

産
業

機器のエネルギー
効率
燃料シェア転換
天然ガス
石油
石炭
電力

全体で 28％の効率改善

2000 年 8.6％→ 25.9％
2000 年 55.5％→ 39.4％
2000 年 4.9％→ 0.9％
2000 年 30.9％→ 33.7％

設備更新時に高エネルギー効率機器を選択

設備更新時に低炭素排出のエネルギーを選択

846

883

産業計 1,729

旅
客
輸
送

コンパクトシティ
自動車の燃費改善

公共交通
自転車・徒歩

バイオ燃料
その他

地域内の平均移動距離が 25％減
乗用車の平均燃費が 1.6 倍向上

（ハイブリッド自動車が 90％に相当）
鉄道のシェアが 36％

（2000 年 31％、ＢａＵ 23％）
自転車・徒歩の合計シェアが 16％

（2000 年７％　ＢａＵ６％）
普及率 10％

都市の外延化の防止、中心市街地活性化
新車購入時に低燃費車を選択

公共交通機関の整備
（利便性向上）
歩道、自転車道、信号などの整備
駐輪場整備
一部で導入開始

213
781

628

191
35

旅客計 1,848

貨
物
輸
送

物流合理化
モーダルシフト

バイオ燃料
その他

生産額あたりの輸送量が３割減
遠県へのトラック輸送の 50％が鉄道へ
県内の 10％が湖運へ
普及率 10％

物流センター等を整備
貨物鉄道の整備
計画・構想
導入開始

51
194

75
150

貨物計 470

そ
の
他

電力原単位の低減
森林整備

廃棄物リサイクル

滋賀県の人工林全てを管理

プラスチックのリサイクル率を 36％向上

整備計画策定とその実行、森林整備
財源の調達
分別収集・再利用を促進

1,682
477

48

総計 8,060

千ｔー CO2
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温室効果ガス排出量と部門別削減量

注）BaUとは「Business as Usual（現状推移）」の略で、温室効果ガス排出削減のための追加対策が
　　とられない場合を示している
　　（出所）持続可能社会の実現に向けた滋賀シナリオおよび滋賀県地球温暖化対策推進計画より作成

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（千t-CO2）

1990年

廃棄物リサイクル　48千t-CO2

森林吸収　477千t-CO2

電力原単位低減　1,682千t-CO2

貨物輸送　470千t-CO2

旅客輸送　1,848千t-CO2

産業　1,729千t-CO2

業務　674千t-CO2

家庭　1,132千t-CO2

排出量

2030BaU 2030対策

排
出
削
減
量

50％
削減
50％
削減

8,060

13,422

14,574

6,514

6,514
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１．滋賀県環境審議会における審議経過

年　月　日 会議等 審議等の内容

平成 20 年 6 月 3 日 環境審議会 ○ 滋賀県環境基本条例に基づく滋賀県環境総合計
画の改定について（諮問）

○ 会長から環境企画部会に付議

 6 月 3 日 環境企画部会 ○ 計画改定の背景、目的スケジュール
○ 現行計画（新環境総合計画）の点検・評価
○ 計画改定の骨子・構成案（たたき台）

9 月 9 日 環境企画部会 ○ 改定計画の骨子案について

11 月 21 日 環境企画部会 ○ 改定計画の素案について

平成 21 年 2 月 2 日 環境企画部会 ○ 改定計画の答申案について検討

2 月 12 日 環境審議会会長から知事へ答申
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①県政モニターアンケートの実施
環境総合計画の改定にあたり、県政モニター（300 人）の方々に、環境問題についてアンケー

ト形式でお聞きしました。
◆実施期間：平成 19 年 11 月　
◆回答者数：225 名（75%）

②県民、関係団体、市町等からの意見聴取の実施
環境審議会における改定計画の素案作成の過程において、下記のとおり県民、団体、市町

等の関係、意見・情報をいただく機会を設けました。
（１）　平成 20 年 5 月 31 日　「地球温暖化防止活動推進員基礎研修会」：推進員 63 名
（２）　平成 20 年 7 月 26 日　「エコアクション 21 実務者サマー研修」：企業関係者 20 名
（３）　平成 20 年 8 月 24 日　「環境カウンセラー活動報告会」：環境カウンセラー等 20 名
（４）　平成 20 年 8 月 31 日　「守山市家庭版エコアクションファミリー認定制度」説明会：

守山市民等 20 名
（５）　平成 20 年 9 月 30 日　湖南甲賀環境協会企画部会において環境配慮指針の意見聴取：

企画部会委員等 10 名
（６）　平成 20 年 10 月 14 日　滋賀県環境保全協会役員会において環境配慮指針の意見聴取：

役員等 7 名
（７）　平成 20 年 10 月 17 日　「日常生活における配慮指針に係るワークショップ」：環境審

議会公募委員、現行計画の配慮指針の検討委員、元水環境を守る生活推進協議会委員
等 10 名

（８）　平成 20 年 11 月 24 日　「21 世紀淡海子ども未来会議」湖北地域湖上タクシーまるご
と琵琶湖体験：子ども議員 37 名

（９）　平成 20 年 11 月 27 日　計画（素案）についての市町説明会（大津、彦根）：17 市町
19 名参加、26 市町に文書による意見照会

（10）　平成 20 年 12 月 18 日　湖南・甲賀環境協会企画部会において計画（素案）に対する
意見聴取：12 名

（11）　平成 20 年 12 月 24 日　「滋賀経済団体連合会と行政との連絡調整会議」において計画
（素案）に対する意見聴取

（12）　平成 21 年 1 月 21 日　滋賀県地球温暖化対策推進会議自動車・運輸部門会議において
計画（素案）に対する意見聴取：10 名

（13）　平成 21 年 1 月 22 日　滋賀県環境保全協会理事会において計画（素案）に対する意見
聴取：24 名

③ 県民政策コメント制度による意見聴取
「第三次滋賀県環境総合計画（素案）」を県民の皆さんに公表し、意見・情報をいただき

ました。
◆ 実施期間：平成 21 年 3 月 16 日から平成 21 年 4 月 15 日まで
◆ 意見等の提出件数：31 件（6 人）

２．計画改定にあたっての意見聴取等の実施
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（平成 21 年２月 12 日答申時点）

氏　　　名 主　な　職

伊 藤 　 孝 子 （公募委員）

岩 田 　 康 子 ㈲ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰﾌｨｰﾙｽﾞ紀伊國屋代表取締役社長

占 部 　 武 生 龍谷大学理工学部教授   

大 塚 　 マ サ 江 滋賀県小学校教育研究会　家庭科部会長    

岡 田 　 登 美 男 滋賀県野鳥の会会長                     

海 東 　 英 和 滋賀県市長会・高島市長               

笠 原 　 三 紀 夫 中部大学総合工学研究所教授              

川 嶋 　 宗 継 滋賀大学教育学部教授

川 地 　 　 武 滋賀県立大学環境科学部教授

高 村 　 ゆ か り 龍谷大学法学部教授                     

檀 上 　 俊 雄 （公募委員）

辻 村 　 琴 美 （公募委員）

津 野 　 　 洋 京都大学大学院工学研究科教授

中 野 　 璋 代 滋賀県地域女性団体連合会会長           

中 村 　 　 満 特定非営利活動法人ＮＰＯびわ湖環境理事長

仁 尾 　 和 彦 滋賀県労働者福祉協議会監事

松 井 　 正 文 京都大学大学院人間・環境学研究科教授

諸 富 　 　 徹 京都大学大学院経済学研究科准教授

谷 内 　 茂 雄 京都大学生態学研究センター准教授

（敬称略、五十音順）

３．滋賀県環境審議会　環境企画部会委員名簿
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平成　８年　３月 29 日滋賀県条例第 18 号
改正　　　
平成 12 年　３月 29 日条例第 86 号
平成 16 年 10 月 25 日条例第 38 号
平成 17 年 12 月 27 日条例第 121 号

滋賀県環境基本条例をここに公布する。
　滋賀県環境基本条例

目　次
前　文
第１章　総則（第１条−第９条）
第２章　環境の保全に関する基本的施策

第１節　施策の策定等に係る基本方針（第 10 条・第 11 条）
第２節　環境総合計画（第 12 条・第 13 条）
第３節　県民等による環境の保全のための行動を促進する施策（第 14 条−第 17 条）
第４節　環境の保全を推進するための施策（第 18 条−第 24 条）
第５節　地球環境の保全のための国際協力（第 25 条・第 26 条）

第３章　滋賀の環境自治を推進する委員会に対する審査の申立て（第 27 条−第 29 条）
第４章　環境の保全のための推進体制等（第 30 条−第 32 条）

　付　則

わが国最大の湖であり、生物の宝庫である琵琶湖を擁する滋賀県には、湖国独特の豊かな
自然環境が形成され、また、日本列島のほぼ中央に位置していることから、古来、しばしば
歴史の重要な舞台となり、人々が盛んに交流して、豊かな歴史的、文化的遺産と固有の風土
が形づくられてきた。

私たちは、この豊かさを、ともすれば忘れ、生産の向上と便利な生活を追求するあまり、
自然や風土を含めた環境に少なからぬ負担を与え続け、その影響は地球規模の環境にまで及
んでいる。今、私たちは、琵琶湖をはじめとする自然界に起きつつある様々な変化を、自己
保存のため自然界が発する目に見える警告として受けとめなければならない。

環境は壊れやすく、復元するのは容易ではない。もはや環境はそこにあるもの、与えられ
るものでもない。私たちは、物質の循環の重要性、資源の有限性を認識しながら、環境がも
つ復元能力の下に持続的な発展を図っていかなければならない。また、生態系の多様性を積
極的に確保し、次の世代に引き継いでいく強い意志と行動が必要である。

私たちは、県民による主体的な環境保全の活動を礎として築かれた「環境自治」をさらに
推し進め、新しい環境観に立つ「環境優先の理念」の下に、文化的環境を含めた広範な環境
全体への周到な配慮と保全活動を展開することを決意し、ここに滋賀県環境基本条例を制定
する。

４．滋賀県環境基本条例



参考資料

­—　97　­—

　　　　　第１章　総則
　（目　的）
第１条　この条例は、環境の保全について、基本理念を定め、ならびに県民、事業者および

県の役割等を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めて、
環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、健全で質の高い環境
を確保し、もって現在および将来の県民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目
的とする。

　　一部改正〔平成 12 年条例 86 号〕
　（定　義）
第２条　この条例において「環境への負荷」とは、人の活動により環境に加えられる影響で

あって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。
２　この条例において「地球環境の保全」とは、人の活動による淡水資源の減少または地球

全体の温暖化もしくはオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の
地球の全体またはその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、
人類の福祉に貢献するとともに県民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。

３　この条例において「公害」とは、環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活
動に伴って生ずる相当範囲にわたる水質の汚濁（水質以外の水の状態または水底の底質が
悪化することを含む。）、大気の汚染、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱物の掘採
のための土地の掘削によるものを除く。）および悪臭によって、人の健康または生活環境（人
の生活に密接な関係のある財産ならびに人の生活に密接な関係のある動植物およびその生
育環境を含む。以下同じ。）に係る被害が生ずることをいう。

　（基本理念）
第３条　環境の保全は、多様な生物の生命をはぐくむ琵琶湖をはじめとする県域の環境が人

の活動による環境への負荷によって損なわれるおそれが生じてきていることにかんがみ、
生態系が微妙な均衡を保ちつつ、環境が健全で質の高いものとして確保されるように行わ
れなければならない。

２　環境の保全は、県民が、環境に関する情報を知ることおよび施策の策定等に当たって参
加することを通じ、健全で質の高い環境の下で生活を営む権利が実現されるとともに、環
境の保全上の支障を生じさせず、かつ、環境の恵沢の享受に応じた負担をする義務がすべ
ての者の環境への負荷を低減する習慣の確立と公平な役割分担の下に果たされることを旨
として行われなければならない。

３　地球環境の保全は、琵琶湖をはじめとする県域の環境が地球環境の保全と深く関わって
いることにかんがみ、本県において培われてきた経験と技術を生かして、国際的な協調と
協力の下に推進されなければならない。

　（県民の役割）
第４条　県民は、前条に定める環境の保全についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、その日常生活に伴う環境への負荷を低
減する役割を積極的に果たさなければならない。
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２　前項に定めるもののほか、県民は、基本理念にのっとり、環境の保全に自ら努めるとと
もに、県が実施する環境の保全に関する施策に協力しなければならない。

　　一部改正〔平成 12 年条例 86 号〕
　（事業者の役割）
第５条　事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、その事業活

動を行うに当たっては、環境への負荷を低減する役割を積極的に果たさなければならない。
２　前項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、環境

の保全に自ら努めるとともに、県が実施する環境の保全に関する施策に協力しなければな
らない。

　　一部改正〔平成 12 年条例 86 号〕
第６条　削除
　　削除〔平成 12 年条例 86 号〕

（県の役割および責務）
第７条　県は、基本理念にのっとり、環境の保全に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、

および実施するものとする。
２　県は、基本理念にのっとり、環境の保全に関し、市町との連携を図るとともに、市町が

行う環境の保全に関する施策を支援するものとする。
　　一部改正〔平成 12 年条例 86 号・16 年 38 号〕
　（びわ湖の日）
第８条　県民および事業者の間に広く環境の保全についての理解と認識を深めるとともに、

環境の保全に関する活動への参加意欲を高めるため、びわ湖の日を定める。
２　びわ湖の日は、７月１日とする。
３　県は、びわ湖の日の趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めなければならない。
　　一部改正〔平成 12 年条例 86 号〕
　（環境の状況等に関する報告）
第９条　知事は、毎年、環境の状況ならびに県が環境の保全に関して講じた施策および講じ

ようとする施策に関する報告書を作成し、これを公表しなければならない。

　　　　　第２章　環境の保全に関する基本的施策
　　　　第１節　施策の策定等に係る基本方針
　（施策の策定等に係る環境優先の理念）
第 10 条　県は、この章に定める環境の保全に関する施策の策定および実施に当たっては、

環境優先の理念の下に、次に掲げる事項の確保を旨として行わなければならない。
（１）　生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確保が図られる

とともに、森林、農地、湖沼、河川、水辺等における多様な自然環境が地域の自然的社会
的条件に応じて体系的に保全されること。

（２）　人の健康が保護され、および生活環境が保全され、ならびに自然環境が適正に保全さ
れるよう、水、大気、土壌その他の環境の自然的構成要素が良好な状態に保持されること。

（３）　人と自然との豊かな触れ合いが確保され、ならびに歴史的遺産および良好な景観が保
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全されること。
２　前項に定めるもののほか、県は、環境に影響を及ぼすと認められる施策の策定および実

施に当たっては、環境優先の理念の下に、同項各号に掲げる事項を積極的に配慮しなけれ
ばならない。

　（県民参加）
第 11 条　県は、環境に影響を及ぼすと認められる施策の策定および実施に当たっては、当

該施策の概要を県民に提示し、それに対する環境の保全上の意見を聴くとともに、必要に
応じ、当該施策にその意見を反映しなければならない。

　　　　第２節　環境総合計画
　（環境総合計画の策定）
第 12 条　知事は、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための計画（以

下「環境総合計画」という。）を定めなければならない。
２　環境総合計画には、環境の保全に関する長期的な目標、施策の方向、環境への配慮のた

めの指針その他の重要事項を定めるものとする。
３　知事は、環境総合計画を定めるに当たっては、その基本的な事項について、あらかじめ、

県民の意見を反映することができるよう必要な措置を講じなければならない。
４　知事は、環境総合計画を定めるに当たっては、その基本的な事項について、あらかじめ、

滋賀県環境審議会の意見を聴かなければならない。
５　知事は、環境総合計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
６　前３項の規定は、環境総合計画の変更について準用する。
　（環境総合計画との整合等）
第 13 条　県は、施策の策定および実施に当たっては、環境総合計画との整合に努めるもの

とする。
２　県は、環境総合計画を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるものとする。

　　　　第３節　県民等による環境の保全のための行動を促進する施策
　（環境学習の促進）
第 14 条　県は、県民および事業者の環境の保全についての理解と認識を深めることとなる

学習が促進されるよう、情報の提供、普及啓発、人材の育成、交流の場の提供その他の必
要な措置を講ずるものとする。

　（環境の保全に関するボランティア活動等の促進）
第 15 条　県は、県民、事業者またはこれらの者の組織する民間の団体（以下「県民等」という。）

による自発的な河川等の水質浄化活動、野生生物の保護活動、緑化活動、環境美化活動そ
の他の環境の保全に関する活動が促進されるよう、基金の設置、情報の提供その他の必要
な措置を講ずるものとする。

　（資源の循環的な利用等の促進）
第 16 条　県は、資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用および廃棄物の減量について、

県民および事業者が行う活動ならびに市町が実施する施策が促進されるよう、活動の指針
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等の策定、体制の整備、情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。
　　一部改正〔平成 16 年条例 38 号〕
　（環境監査の促進）
第 17 条　県は、環境への負荷を生じさせる行為を行う事業者が、環境の保全に関する目標

を定め、その目標を達成するための計画を策定して実施し、その実施状況を点検して、是
正の措置を講じ、公平かつ客観的な監査をすることとなるよう、情報の提供、普及啓発そ
の他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

　　　　第４節　環境の保全を推進するための施策
　（環境に関する調整の措置）
第 18 条　県は、相当範囲にわたって環境に影響を及ぼす事業に係る構想または計画の策定

を行う者がその策定に際し環境の保全について適正な配慮を行うよう、環境に関する調整
その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

　（環境影響評価の措置）
第 19 条　県は、土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う事業者

が、その事業の実施に伴う環境への影響について、あらかじめ自ら適正に調査、予測およ
び評価を行い、その結果に基づきその事業に係る環境の保全について適正な配慮を行うよ
う、必要な措置を講ずるものとする。

　（規制的措置）
第 20 条　県は、公害の原因となる行為に関し、事業者等の遵守すべき基準を定める等必要

な規制の措置を講じなければならない。
２　県は、自然環境の適正な保全に支障となる行為に関し、その支障を防止するために必要

な規制の措置を講じなければならない。
３　前２項に定めるもののほか、県は、環境の保全上の支障を防止するために必要な規制の

措置を講ずるよう努めなければならない。
　（経済的措置）
第 21 条　県は、環境への負荷を生じさせる活動または生じさせる原因となる活動（以下こ

の条において「負荷活動」という。）を行う者がその負荷活動に係る環境への負荷を低減
させる施設の整備その他の必要な措置をとることとなるよう、その負荷活動を行う者に、
特に必要があるときは、適正な経済的助成の措置を講ずるものとする。

２　県は、負荷活動を行う者がその負荷活動に係る環境への負荷を低減させることとなるよ
う、その負荷活動を行う者に適正な経済的負担を求める措置を講ずることができる。

　（環境の保全に関する施設の整備その他の事業の推進）
第 22 条　県は、環境の保全に関する公共的施設の整備を図るために必要な措置を講ずるも

のとする。
２　県は、水質の改善その他の環境の保全に関する事業を推進するために必要な措置を講ず

るものとする。
　（監視等の体制の整備および情報の提供）
第 23 条　県は、環境の保全に関する施策を適正に策定し、および実施するため、環境の状
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況等の監視、測定、調査等の体制の整備に努めるものとする。
２　県は、前項の監視、測定、調査等により把握した環境の保全に関する必要な情報を適切

に提供するものとする。
　（環境研究の推進）
第 24 条　県は、環境の保全に関する施策を適正に策定し、および実施するため、湖沼等の

生態系その他の環境の保全に関する調査研究および技術開発を推進し、その成果を普及す
るものとする。

　　　　第５節　地球環境の保全のための国際協力
　（湖沼環境の保全等に関する国際協力の推進）
第 25 条　県は、地球上の淡水資源の確保に関する国際協力を推進するため、国際機関、国、

他の地方公共団体等と連携を図りつつ、湖沼を有する国および地域との交流を通じ、湖沼
の環境の保全に関する調査研究、情報の収集、技術の移転その他の必要な措置を講ずるも
のとする。

２　前項に定めるもののほか、県は、地球環境の保全に関する国際協力を推進するため、必
要な措置を講ずるものとする。

　（地球環境の保全に関する活動の促進）
第 26 条　県は、県民等による地球環境の保全に関する国際協力のための活動が促進される

よう、情報の提供その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

　　　　　第３章　滋賀の環境自治を推進する委員会に対する審査の申立て
　（滋賀の環境自治を推進する委員会の設置）
第 27 条　県民参加の下に健全で質の高い環境の確保を図るため、知事その他県の執行機関
（公安委員会を除く。）ならびに公営企業管理者および病院事業管理者（以下「知事等」と
いう。）の施策についての審査の申立てに基づき、環境の保全に関する調査審議を行う機
関として、滋賀の環境自治を推進する委員会（以下「環境自治委員会」という。）を置く。

２　環境自治委員会は、委員５人以内で組織する。
３　委員は、学識経験を有する者その他知事が適当と認める者のうちから、知事が滋賀県議

会の同意を得て委嘱する。
４　委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。
５　委員は、再任されることを妨げない。
６　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。
　　一部改正〔平成 17 年条例 121 号〕
　（審査の申立て等）
第 28 条　県民（県内において就業し、または就学する者を含む。）は、環境自治委員会に対

して、環境の保全に関し、知事等の施策についての審査の申立てを行うことができる。
２　前項の審査の申立ては、申立ての趣旨および理由その他規則で定める事項を記載した書

面により行わなければならない。
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３　第１項の規定は、この条例に定めるもののほか他の法令（告示を含む。）において意見
の申立て等の手続が定められている場合および判決、裁決等によって確定した権利関係に
ついては、これを適用しない。

４　環境自治委員会は、第１項の審査の申立てがあったときはその旨を知事等に通知しなけ
ればならない。

５　環境自治委員会は、調査審議するため必要があると認めるときは、知事等に対し説明も
しくは必要な資料の提出を求め、または実地調査をすることができる。

６　環境自治委員会は、調査審議の結果、施策の是正その他の措置を講ずる必要があると認
めるときは、当該措置を講ずるべきことを知事等に勧告することができる。

７　知事等は、前項の規定による勧告を受けたときは、これを尊重して、適切な措置を講ず
るよう努めなければならない。

　（委任）
第 29 条　前２条に定めるもののほか、環境自治委員会の組織および運営に関し必要な事項

は、規則で定める。

　　　　第４章　環境の保全のための推進体制等
　（推進体制の整備）
第 30 条　前２章に定めるもののほか、県は、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的
に推進するため、体制の整備その他の必要な措置を講じなければならない。
　（国および他の地方公共団体その他公共団体との協力）
第 31 条　県は、広域的な策定および実施を必要とする環境の保全に関する施策について、国、

他の地方公共団体その他公共団体と協力して、その推進に努めるものとする。
　（県以外の者への協力要請）
第 32 条　県は、県以外の者が県域において行う環境に影響を及ぼすと認められる事業の計

画および実施に当たって、第 10 条および第 11 条に定める基本方針の趣旨が生かされるよ
う、協力を求めるものとする。

　
　　　付　則
　（施行期日）
１　この条例は、平成８年７月１日から施行する。
　（滋賀県特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正）
２　滋賀県特別職の職員の給与等に関する条例（昭和 28 年滋賀県条例第 10 号）の一部を次
のように改正する。
　　　〔次のよう〕略
　（滋賀県立自然公園条例の一部改正）
３　滋賀県立自然公園条例（昭和 40 年滋賀県条例第 30 号）の一部を次のように改正する。
　　　〔次のよう〕略
　（滋賀県公害防止条例の一部改正）
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４　滋賀県公害防止条例（昭和 47 年滋賀県条例第 57 号）の一部を次のように改正する。
　　　〔次のよう〕略
　（滋賀県ごみの散乱防止に関する条例の一部改正）
５　滋賀県ごみの散乱防止に関する条例（平成４年滋賀県条例第 20 号）の一部を次のよう
に改正する。
　　　〔次のよう〕略
付　則（平成 12 年条例第 86 号）
この条例は、平成 12 年４月１日から施行する。
付　則（平成 16 年条例第 38 号抄）
１　この条例は、規則で定める日から施行する。
　（平成 16 年規則第 66 号で平成 17 年１月１日から施行）
付　則（平成 17 年条例第 121 号抄）
　（施行期日）
１　この条例は、平成 18 年４月１日から施行する。
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